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　企業活動や個人の生活など、社会のあらゆるところでインターネットの利用が進み、いまやインターネット抜きの社会は考えられ

ない時代になっています。�

　最近のブロードバンド、第三世代のモバイルあるいは衛星・地上波デジタルなどは高速、高機能、低価格化が進み、利用環境

の変化は目覚ましいものがあります。利用も、企業間や企業個人間、電子政府と企業・住民間での電子商取引や電子調達・申

請での業務で広がっています。さらにはテレビ・携帯を利用した形態も登場し、企業個人間の取引や音楽、映像などのデジタル

コンテンツの配信等々非常に多岐に渡るシステムに広がっており、利用場面も多様化しています。インターネットを活用した新し

いサービスビジネスは、大きな市場になりつつあります。�

　このようにインターネットは、Webベースのシステム構築、ネットワーク、セキュリティ、認証、さらにはデジタルコンテンツ編集など

のWeb関連技術によって急激な進展をしています。Webサービスに用いられるプロトコルSOAP、プログラム言語XMLなどの

標準化が、今後のWebビジネス普及を加速することは疑いの余地がありません。�

　いまや企業のシステムも、電子商取引や顧客管理システムCRMなどのフロント系だけでなく、いわゆる基幹系のバックエンド

処理もWebベースに移行しており、システムとしての一貫性を確保する動向へと進展しています。�

　このような状況において、当社はWebをベースにしたシステム構築とサービスをWebソリューションとしてビジネス展開しました。

一つは、当社の長年のシステム構築で培った業務・業種ノウハウを活かした業務システムの構築サービスであり、もう一つはセキ

ュリティ･ネットワークやJava、Webサーバのプラットフォーム構築技術などのWeb環境構築サービスです。この両面を統合して、

お客様に最適なWebソリューションを提供します。�

　Webソリューションは、当社の事業の柱の一つです。これにエンベデッドシステム・ソリューション（カーナビやデジタル家電など

組込み系）、SIソリューション（基幹系の業務システム開発やシステムインテグレーションの提供）を加えて、３つの柱にしています。�

�当社は、Webを重要な基盤技術として捉えており、すべての分野で活用を図っています。今後ますます拡大・発展するWebビ

ジネスに対して、市場と技術動向を的確に捉えるとともに、お客様に最新のWeb技術を搭載した商品や最適のソリューションで

提供していく所存です。�

　この特集では、当社のWebソリューション戦略、Web環境構築やセキュリティなどのWebプラットフォーム技術、および製造･流

通・公共などの業種別システムへの取組みを具体的に紹介します。�

巻頭言�

お客様に最適なWebソリューションを�

取締役�
マツイ　　　　　シュンジ�

�
�松井　俊二��
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［特集］�

Webソリューションへの取組み�

�

Webソリューション�

�

Webソリューションセンター（業種・業務別ソリューション対応）�
製造業� 通信・放送業� 官公庁� 金融・生保�流通業� コンテンツ�

サービス会社�
医療機関�

Web基盤システムの構築�
Web環境構築サービス�

データベース構築�

セキュリティシステム構築�

セキュリティシステムコンサル�

ブロードバンドシステム構築�

ネットワークシステム構築�

メールシステム関連�

モバイルシステム構築�

・ ERP�
・ EC�
・ SCM�
・ CRM�
・ DWH�
・ SFA

・ 顧客管理�
（イベント管理/�
　料金/請求）�
・ ERP/CRM�
・ ブロードバンド�
　双方向通信�
・ ストリーミング�
　配信�

・ G-EC�
・ 電子申請�
・ 文書管理�
・ 電子投票�
・ GIS計画�
・ 中央省庁/�
　自治体向け�
　システム�

・ 窓口業務�
・ SFA

・ 通販、物流�
・ BtoC�
・ ERP/CRM�
・ モバイル�
　GIS利用�

・ 配信システム�
・ コンテンツ�
　制作�
・ 顧客管理�
�

・ 医用情報�
　システム�
・ 電子カルテ�
・ CRM

図-2　Webソリューションビジネスへの取組み�

業務サービスメニュー�
・ERPアプリケーションサービス�

・ECアプリケーションサービス�

・CRMアプリケーションサービス�

・SCMアプリケーションサービス�

・SFAアプリケーションサービス�

・G-ECアプリケーションサービス�

・GISアプリケーションサービス�

システム構築サービスメニュー�

・Web環境構築サービス�

・メールシステム、関連ネットワーク構築サービス�

・音声データ統合構築サービス�

・データベース構築サービス�

・セキュリティシステムコンサルティングサービス�

・セキュリティシステム構築サービス�

・ネットワークシステム構築サービス�

・モバイルシステム構築サービス�

・ブロードバンドシステム構築サービス�

・Web環境構築コンサルティング�

・Linux Webサーバ構築サービス�

・MS-Windows系Webサーバ構築サービス�

・Web負荷分散システム構築サービス�

・Web負荷テスト／性能測定サービス�

・ホームページ作成サービス�

�

・マーケットプレイス�

・BtoBシステム開発�
　EDI、決済代行、在庫紹介、見積、発注、�

　物流管理、電子調達　etc�

・BtoCシステム開発�
　チケット予約、オーダメイドWeb購買　etc�

�

　Webとは、WWW関連の技術を使い、ソフトウェアの機能

をネットワークを通じて利用できるようにしたシステムをいいます。

今日の情報化社会の特徴として、インターネットの浸透が挙げ

られ、インターネットを通じてWebの活用が進んでいます。例

えば、航空・保険・メディアなどによる各種サービス情報の提供、

携帯電話によるチケット予約、住民票等の電子サービス、電

子申請、企業間の電子調達など、枚挙に暇がありません。�

　このような情報化の中で、システムの開発を通じて顧客の

課題・問題解決に寄与してきた当社は、そのノウハウを活か

すとともに、新しい技術に対応し、Webソリューションとして

提供します。�

�

サービスメニューの整備�
　当社は、Webソリュー

ション事業を展開するに

当たり、お客様に分かり

やすくサービス体系を整

えることが大切と考えまし

た。Webシステムの構築

には数多くのシステム要

素の統合が必要です。

それを業務サービスとシ

ステム構築サービスに分け、

図-1で示すように縦糸と

横糸とする体系にまとめ、

整備しました。�

　縦糸の業務サービスは、

顧客の業務システムを中

心としています。これらは、

従来のホスト系やオフコ

ン系システムで行われて

きた基幹系の業務処理を中心にWeb化し、一層の拡充を

図ったものです。�

　横糸のシステム構築サービスでは、ブロードバンドなどの

インフラを整備するWeb環境構築サービス、セキュリティ構

築サービス、モバイルシステム構築サービスなどを提供して

おり、Webとしてどのようなシステムを構築するかの選択リス

トにもなっています。�

�

ビジネス展開の施策�
　グローバル化が急速に進む中で、企業は国際競争力とス

ピードへの対応が求められており、そのための事業改革が

急務になっています。このニーズに応えるように、当社は図-

2に示すように、数多くのソリューションを揃え、業種別のノウ

ハウをベースとした分野別対応を行っており、提案からコン

サルティング、開発、構築、運用までのトータルなWebソリュ

ーションを提供しています。�

　ここでの施策は、次のとおりです。�

1）業種・業務ノウハウをベースに�

　 Web時代への業務サービスの転換・充実�

　当社には製造、通信、放送、流通、金融、官公庁、医用な

　どの幅広い分野の顧客向け情報システムの構築で永年

　培ってきた業種・業務ノウハウがあります。この資産を活

　かしてWeb化や新システムの開発を進めるとともに、ブロ

　ードバンドなど新しい技術を活用したサービスの開拓に

　積極的に取り組んでいます。�

2）Webシステム構築力の強化�

　当社は、強みである大規模システムの開発力、構築力の  

　実績と品質管理の経験を最先端のWebシステム構築に

　取り入れています。�

3）専門企業との連携による�

　 サービスの強化・充実�

　当社は、得意とする分野に国内外のア

　ライアンス・パートナ企業の協力を得て、

　幅広くお客様のニーズに応えるとともに、

　先端技術の迅速な習得やより信頼度の

　高いサービスの提供を実現します。�

ここでは、1）と2）についてもう少し説明し

ていきます。3）については、この特集のア

ライアンス紹介をご参照ください。�

�

業務サービスソリューション活動�
　企業の情報システムにもインターネットを利

用した仕組みへのシフトや、新しいシステム

の導入が必要になってきています。�

　当社は、基幹系システムとしてのERPや

CRMをWebベースに再構築しました。さら

に新しい基幹系システムとしてはSCM、EC

などを提供しています。これらの経営管理ア

プリケーションサービス群には、Web化によっ

て、システムの柔軟性や、ブラウザをフロント

エンドとした共通的インタフェース、インターネットを駆使した通

信の容易性などのメリット増大が見られます。�

　CRMはフロント系システムの代表例ですが、Web適用に

より、ネットワークのどこからでも営業担当者が顧客情報へ

アクセスできる仕組みを提供しています。また、営業関連の

SFAの構築で、外出先からでも営業情報が瞬時に共有す

ることが可能になり、迅速な意思決定を行うことができるよう

になりました。PDAをはじめとする携帯情報端末をインター

ネット環境で活用することによって、モバイル化を身近に実

現できるようになりました。これらの業務システムは、製造業、

流通業をはじめとして幅広い分野で活用されています。�

　経験やノウハウの活用事例としては、電子商取引を活用

した資材・購買の調達システムのWeb化をはじめ、間接業

務のインターネット対応をいち早く当社内部で実現しています。

この新しい調達システムは、Webソリューションの一つとし

て提供を目指しています。モバイル化関係では、勤務状況�

Webソリューションは、当社の事業の３本柱の一つです。当社は、今まで培ってきたシ

ステム技術や業務ノウハウを有効に活用するとともに、最新のWeb関連技術を駆使

して、最適なWebソリューションの提供に努めています。ここでは、こうした当社の

Webソリューション事業の理念と状況をご紹介します。�
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素の統合が必要です。

それを業務サービスとシ
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　セキュリティのネットワーク監視サービスは、従来は大型

のホストコンピュータを中心としたオペレータによる運用サー

ビスが中心でしたが、当社はアライアンス企業との連携によ

り、専門のセキュリティコンサルティングによる24時間365日

のセキュリティ監視サービスを行っています。グローバル化

する企業活動において、休むことなく稼動し続ける企業情

報システムを、外部からの攻撃への監視と適切な対応によ

り安全な運用をすることができます。　�

�

今後の取組み�
　Web環境もWeb技術も急速に進展を遂げる中で、当社は

この動向に迅速な対応や先取りをしていく方針であり、研究

開発、技術者育成など全社を挙げて取り組んでいます。�

　インターネット環境のブロードバンド化と携帯電話・PDAの

普及など急速な変化に対しては、Webシステム構築サービ

スとしてブロードバンドシステム構築、モバイルシステム構築

のメニューを持っています。�

　近い将来に普及が見込まれるWebサービスや、それを支

えるプロトコルSOAPや言語XML、セキュリティ技術などに

関しても、研究開発や技術者の育成、さらには標準化コンソ

ーシアム活動への参画など、最新技術への対応を進めてい

ます。�

　Webサービス関係の開発環境としては、以前よりJava、

EJB（Javaの統合ツール）への取組みと普及を図るとともに、

Ap a c h eなどのサーバ機能に加え、We b L o g i c 、

WebSphereなどのサーバ対応を既に行っております。また、

今後普及が予想されるマイクロソフト社の．NETやサンマイ

クロシステムズ社のSun ONEにも対応中です。�

　実際のシステム開発・構築には、開発ツールの評価適用、

国内外のアライアンスの推進、ベースコンポーネントの開発

と蓄積を基盤とした開発フレームワークの策定、コンポーネ

ントバンクの設置による再利用促進などに取り組んでいます。�

当社はこれらWebに関する経験と取組みを通じて、常に最

新技術の適用と業種･業務ノウハウの活用に努め、最適な

Webソリューション提供に今後とも努力してまいります。�

�

をどこからでも入力できる仕組みを、当社自身が実際に活

用しており、顧客への提供もしています。　�

　ニュービジネスへの事例としては、通信、放送分野で今

後双方向通信によるブロードバンドの活用が見込まれます。

この分野では、通信業者での顧客管理システムや料金管

理システムを中心とするバックオフィス系の業務システムへ

の対応を行い、さらにテレビコマースをはじめとする双方向

通信技術によるコンテンツ系のシステムを提供しています。

このデジタルコンテンツに関しても、コンテンツ作成ソフトから

コンテンツ管理システムまで幅広く提供しています。　�

　地理情報を活用するGISでも、Web活用による応用分野

が広がっています。インターネット対応やG-XML対応によっ

て、広大な敷地の設備、資材のロケーション管理や車両等

の配車・運行管理から、個人に対する現在位置と目的地へ

の地理情報提供などに利用されています。�

�

システム構築サービス活動�
　システム構築サービスは、Webシステムの基盤となる重要

な部分です。当社がプロバイダとしていち早くインターネットビ

ジネスを立ち上げてきたノウハウ、さらには顧客のシステムの

ホスティングやハウジングのノウハウを、Web環境構築サービ

ス、ネットワーク構築サービスなどに活用しています。�

　Webシステム構築サービスとしては、モバイルシステム構築、

メールシステム関連ネットワーク構築のほか、ブロードバンドシ

ステム構築、音声データ統合構築、さらにはデータベース構

築など各種のサービスを提供しています。�

　重要なものにセキュリティ構築サービスがあります。インタ

ーネットが普及するとともに一方でサイバーテロなどリスクも

高まっており、その対応がますます重要になってきています。

当社のセキュリティ構築サービスには、専門性の高いパート

ナとの協調により、顧客企業のセキュリティポリシーのコンサ

ルティングから、インターネット環境を守るファイアウォールや、

ルータ、一人一人のパソコンを守るウイルス対策ソフト、不正

メールからの侵入を防ぐサーバプロテクト等々、多岐にわたっ

ています。�

現在、インターネット、イントラネットを活用したWebシステムは企業活動にとって重要な役割を果たす存在となっ

ており、システムに障害が発生したときの損失も大きなものとなります。システム障害の主因として、外部からの

不正侵入などサーバ攻撃による被害があり、Webシステムの普及に従い急増しています。不正アクセスには、外部

だけでなく内部からの不正アクセスにも対応する必要があり、ファイアウォールだけでは万全とは言えません。当

社では、このような課題に対応するべく、Webシステムのセキュリティ要素を総合的に捉えたサービスの提供に力

を入れています。�

Webシステムでの“トータル･セキュリティの提供”�

また、ネットワークではなく、サーバ上のファイル自体へ

の不正な改ざんを検知する機能もあります。�

■三本目（権限管理システム）の矢�

　昨今、情報の漏洩が問題となっていますが、これに対応

するためにすべての情報を極端に閉鎖・非開示していたの

では、システム自体の利便性を損なってしまいます。情報

は見せるべきものに見せてこそ有効な活用が可能になりま

す。権限管理の導入により、Web上で、誰がどの情報を参

照可能なのか、どのアプリケーションを実行可能なのかが

総合的に管理され、権限のないものに対して情報が漏洩す

ることを防ぎます。�
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　Webシステムは、さまざまな脅威にさらされています。

外部からの不正アクセスによるシステムの破壊、サービス

の妨害、コンテンツの改ざんなどの被害に加え、現在では

内部による情報流出なども大きな問題となっています。

Webシステムのセキュリティに関しては、ファイアウォ

ールを導入しただけで安心している例が少なくありません。

しかし、ファイアウォールだけでは、システムのセキュリ

ティは万全と言えないのが現状です。�

　外部からの脅威だけでなく、内部ユーザによる不正アク

セスにも対応するため、現在、Webシステムに対しては「三

本の矢」によるセキュリティを提案しています。�

■一本目（ファイアウォール）の矢�

　ネットワークのセキュリティを考える上で、ネットワー

クへの不正な進入を防ぐファイアウォールは、現在最も一

般的なセキュリティの要素です。多くのシステムですでに

ファイアウォールは導入済みと思われます。しかし、この

ファイアウォールも完全ではありません。設定のミスや未

知の攻撃により、侵入を許してしまう可能性もあります。

また、内部ユーザによるアクセスに関してファイアウォー

ルは一切効力を持ちません。したがって、ファイアウォー

ルを補完する機能として二本目の矢が必要となります。�

■二本目（不正侵入検知システム）の矢�

　不正侵入検知システムは、侵入を許してしまった場合に

備えて、ネットワーク内の不正なアクセスを監視する機能

です。この機能を実現するのがIDS（Intrusion Detection 

System）です。IDSは常にネットワークを監視し、不正な

アクセスを検知した際には管理者への警告を行います。�

セキュリティを守る「三本の矢」�
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　　 バをファイアウォールで保護し、必要以外のアクセスを排除するための中間�
　　 的な保護層として、外部から侵入された場合の安全性の向上を図る。�
※ 2　LDAP : Lightweight Directory Access Protocol。X.500対応のディレクトリ�
　　に アクセスするためのプロトコル。�
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　セキュリティのネットワーク監視サービスは、従来は大型

のホストコンピュータを中心としたオペレータによる運用サー

ビスが中心でしたが、当社はアライアンス企業との連携によ

り、専門のセキュリティコンサルティングによる24時間365日

のセキュリティ監視サービスを行っています。グローバル化

する企業活動において、休むことなく稼動し続ける企業情

報システムを、外部からの攻撃への監視と適切な対応によ

り安全な運用をすることができます。　�

�

今後の取組み�
　Web環境もWeb技術も急速に進展を遂げる中で、当社は

この動向に迅速な対応や先取りをしていく方針であり、研究

開発、技術者育成など全社を挙げて取り組んでいます。�

　インターネット環境のブロードバンド化と携帯電話・PDAの

普及など急速な変化に対しては、Webシステム構築サービ

スとしてブロードバンドシステム構築、モバイルシステム構築

のメニューを持っています。�

　近い将来に普及が見込まれるWebサービスや、それを支

えるプロトコルSOAPや言語XML、セキュリティ技術などに

関しても、研究開発や技術者の育成、さらには標準化コンソ

ーシアム活動への参画など、最新技術への対応を進めてい

ます。�

　Webサービス関係の開発環境としては、以前よりJava、

EJB（Javaの統合ツール）への取組みと普及を図るとともに、

Ap a c h eなどのサーバ機能に加え、We b L o g i c 、

WebSphereなどのサーバ対応を既に行っております。また、

今後普及が予想されるマイクロソフト社の．NETやサンマイ

クロシステムズ社のSun ONEにも対応中です。�

　実際のシステム開発・構築には、開発ツールの評価適用、

国内外のアライアンスの推進、ベースコンポーネントの開発

と蓄積を基盤とした開発フレームワークの策定、コンポーネ

ントバンクの設置による再利用促進などに取り組んでいます。�

当社はこれらWebに関する経験と取組みを通じて、常に最

新技術の適用と業種･業務ノウハウの活用に努め、最適な

Webソリューション提供に今後とも努力してまいります。�

�

をどこからでも入力できる仕組みを、当社自身が実際に活

用しており、顧客への提供もしています。　�

　ニュービジネスへの事例としては、通信、放送分野で今

後双方向通信によるブロードバンドの活用が見込まれます。

この分野では、通信業者での顧客管理システムや料金管
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通信技術によるコンテンツ系のシステムを提供しています。
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コンテンツ管理システムまで幅広く提供しています。　�

　地理情報を活用するGISでも、Web活用による応用分野

が広がっています。インターネット対応やG-XML対応によっ

て、広大な敷地の設備、資材のロケーション管理や車両等

の配車・運行管理から、個人に対する現在位置と目的地へ
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　図-1はトータル・セキュリティの導入例です。�

　当社は、万全なセキュリティを確保するためのセキュリ

ティ検知、不正アクセス防止および電子認証・権限管理ツ

ール・ソフト群やシステムを完備しています。�

　セキリュティに関しては、外部からの不正侵入以外に内

部による不正使用も考慮しなければなりません。内部、シ

ステム使用者の本人確認（ログイン）の際には、通常パス

ワードが使用されますが、さらに強力なセキュリティを必

要とする場合には、電子証明書を使用する方法もあります。

電子証明書をICカードに埋め込み、ICカードを持つ人で

なければアクセスできないようにすれば強力なセキュリテ

ィ・システムを構築することが可能です。�

　ソフトウェア的なセキュリティを確保しても、運用方法

を間違えてしまっては、システムを脅威にさらしてしまう

可能性があります。これを防ぐため、システム運用上のセ

キュリティポリシーを制定する必要があります。セキュリ

ティ的に問題のない運用を行うために、運用ルールを作成

します。システム上で動作するアプリケーション開発にお

いても、セキュリティ・システムとの連携を重視するべき

です。例えば、前述の権限管理などと適切に連携できれば、

シングルサインオンによる安全な環境の下でアプリケーシ

ョン開発ができるのです。�

　このように、Web システムのセキュリティ要素は多岐

に渡ります。しかも、それぞれの要素は複雑に連携、補完

し合っているため、各要素を個別に評価・導入したのでは

十分な効果を得ることができません。システム全体のセキ

ュリティ要素は総合的に評価し、導入する必要があるのです。�

�

�

　当社では、お客様のシステムに即したセキュリティのあ

り方を総合的に捉え、お客様のニーズに基づいた最新の

Webソリューションの提供に取り組んでいます。このため

当社は各ベンダおよび専門企業あるいは標準化団体との密

接な連携を図り、セキュリティ・ソリューションの強化・

補完に努めています。�

　当社のセキュリティ・ソリューションは、各種ミドルウ

ェアによるパッケージ・インテグレーションから、セキュ

リティ・コンサルティング、セキュリティポリシーの作成、

セキュリティ診断、関連アプリケーションの開発までトー

タル・セキュリティを展開しています。�

　当社では、特にセキュリティ・コンサルティングでの権

限管理、認証システムについては、独自商品の開発や

SiteMinderなど優れた海外製品を取り入れることにより、

お客様と一体となったセキュリティ・システムを構築して

います。常に運用も意識したセキュリティ・システムを提

案できるのが、当社の強みです。また、既にインターネッ

トを構築しているお客様には、シスコシステムズ社の製品

を中心にGTIプロジェクトセンターによる不正侵入監視サ

ービス、ファイアウォールの設定、各ルータおよびスイッ

チ製品のセキュリティポリシーを管理するソフトウェア（Solsoft 

NP：米国Solsoft,Inc）の提供に力を注いでいます。図-2は、

当社が提供するセキュリティ・サービスメニューの一覧で

す。お客様は、幅広いセキュリティ・サービスメニューの

中から、ご要望に合った最適なサービスを選択できます。�

（Webソリューション事業部）�
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ステムのWebシステム化や、新たな開発に取り組んでおり、その生産性や品質向上にも努めています。ここでは、
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て企業戦略の中に位置付けられるようになってきました。�
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てはより簡便かつ画一的なシステム作成を行わねばなりま
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解が生じないように不特定多数向けのシステム作成が必要

となります。このようにシステム実現方法一つを取っても

さまざまなシステム構築の方法があります。�
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　システム形態のトレンドは、これまでのクライアント・
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来のクライアント・サーバ系システムのよ
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専用化されるシステムでは、それらの要求

を満たすことができず、業務システムのWeb化が急務とな

っています。�

　システムのWeb化による本来のメリットは、インターネ

ットを共有基盤とすることによる資源の一元管理、あるい

はアプリケーション・ソフトウェアの活用など、TCO（運
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Webの特性であるインタラクティブ性、グローバル性など

を活かし、新しいビジネスモデルも生まれております。�

　当社が手がけてきたシステム構築分野である通信・放送、

製造、金融・流通業界および官公庁・医用においてもWeb

化の流れは顕著であり、関連するコンテンツ配信サービス

やホームバンキング、TVコマースなどの新たなサービス

も一般化してきています。�

　当社では、表-1に示すWebベースのソリューションを提

供しています。�
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　Webシステムが主流となる中、従来のシステム開発では

あまり考慮されなかった新たな課題が顕在化しました。主

な課題としては、性能低下、セキュリティ侵害、外部製品

間の接続問題、設計手法が挙げられます。�
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　図-1はトータル・セキュリティの導入例です。�
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　当社では、お客様のシステムに即したセキュリティのあ
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を中心にGTIプロジェクトセンターによる不正侵入監視サ

ービス、ファイアウォールの設定、各ルータおよびスイッ

チ製品のセキュリティポリシーを管理するソフトウェア（Solsoft 

NP：米国Solsoft,Inc）の提供に力を注いでいます。図-2は、

当社が提供するセキュリティ・サービスメニューの一覧で

す。お客様は、幅広いセキュリティ・サービスメニューの

中から、ご要望に合った最適なサービスを選択できます。�
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おわりに�

検査ツールを採用し、人間では見落としがちなミスの防止

を図り、品質の向上に取り組んでいます。�

�近年、各ベンダから多くの開発ツールや部品が提供されて

います。当社は生産性・品質向上を図るためツールや部品

の使い勝手、性能やツール部品間の親和性の評価を行い、

個々の開発に適した開発手法とツールを採用しています。�

�

�

�

　種々のシステム開発で得た業務・技術ノウハウは、当社

で構築しているナレッジマネジメントシステムに登録し、

誰もが、いつでも検索できる仕組みを整備しています。こ

のナレッジマネジメントシステムにより、他のシステム開

発で経験した技術や問題を全員で共有し、再利用すること

により、さらなる生産性・品質の向上を目指しています。�

　これからも、国内・海外の優れた開発手法の評価・取組

みを行い、これらのツールやナレッジマネジメントシステ

ムの活用により、お客様の『早く、安く、高品質』のニー

ズに今後も応えていきたいと考えています。�

（第二ビジネス・ソリューション事業部）�

　クライアント・サーバ系システムの構築では、性能問題

の発生はネットワークとデータベースに関する要因がほと

んどでした。Webシステムでは、同様にリソース関連が原

因となる性能低下が考えられますが、もっと複雑になりま

す。生産性向上を図るため、外部製品を使用してのシステ

ム構築も多く、接続時に思わぬ問題が生じることもありま

す。注意すべきはWeb製品個体の性能確認以外にシステム

製品としての特性を理解しておく必要があります。�

�
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開発体系の変革による工程短縮、品質、生産性の向上�
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従来の開発�
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上流工程� 中流工程� 下流工程�
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ツール使用や部品のナレッジ化�
（登録・利用でノウハウ有効活用�
による生産性向上�

ビジュアルモデリング�

Rational Roseによる設計�
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・JBuilder

・自動テスト�

Rational社テストツール群�

（Purify,Quantify,PureCoverage,Robot,TestFactory）�
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ツール部品�
使用ノウハウ�
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プログラム�

コード�

EJB�

ライブラリ郡�
市販部品など�

（印刷・グラフ）�

ツールによるスケジュール管理�

　Webシステムでは、インターネットを使用しますので、

ウィルス・ハッカーなど不正アクセスに対するセキュリテ

ィ対策が必須となります。�

　また、Webシステムでの設計手法は、オブジェクト指向

設計が基本となります。従来のウォータフォール型の開発

に馴染む技術者による業務機能アプローチでは、誤ったク

ラス設計に陥り、システム性能あるいは開発生産性の失敗

の要因となります。�

��

�

　これらWebシステム開発・構築に伴う課題に対し、当社

は多くの開発実績から得られた技術・業務ノウハウとWeb

技術の習得に努め、最適となるシステムを提供できる開発

環境を整備してきました。�

　当社は、開発における基本方針として、一貫したツール

活用によるシステム開発を掲げ、生産性の向上および人に

よるトラブル防止を図っています。�

　図-2は従来と現在の開発体系の相違を示します。現在の

上流工程では、設計ツールによるビジュアルモデリングを

採用し、設計の可視化を行います。部品のテンプレート化

を促進し、相互流用性を高め生産性向上と品質安定を図っ

ています。また、ツール活用により部品間のインタフェー

ス不整合の排除を図っています。�

　中流工程では、コードの自動生成、EJB部品や市販部品の

活用による印刷やグラフなどのビジュアル部分あるいはロ

ジック部分の品質向上と開発期間の短縮を目指しています。�

　下流工程では、Purify、Quantify、PureCoverageなどの�

Webシステム開発の取り組み�

図-2　取組み内容�
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■ ビジュアルなルール定義�
さまざまなオブジェクトを用いてネットワーク構成図を作成し、その構
成図上でマウス操作することでビジュアルにセキュリティポリシーの
ルールを定義することが可能です。ルールはネットワーク構成図に反
映されるため、確認も簡単です。��
■ 設定コマンドの自動生成・配布�
ビジュアルに定義されたセキュリティポリシーから製品ごとの設定コマ
ンドを自動的に生成します。設定内容のチェックやエラー通知も行う
ので設定誤りも防げます。さらに、生成された設定コマンドを、対応し
た製品に対し自動的に配布します。��
■ マルチベンダ対応�
各ベンダの代表的なルータ、スイッチやファイアウォール、VPN製品に
対応しています。��
Solsoft NPは、Solsoft, Inc.が開発し東芝情報システムが販売している製品です。�
製品の詳細については下記までお問い合わせください。�

�

�
Webソリューション事業部�
〒210-8505　川崎市川崎区日進町2-1 (東芝情報システムビル)�
TEL.044-246-8190  FAX.044-246-8134

セキュリティポリシーをビジュアルに管理します。�

Solsoft NP�
�Solsoft NPは、セキュリティポリシーのルール定義を簡単かつビジュ

アルに行い、設定コマンドを自動生成・配布するセキュリティポリシー
管理ツールです。セキュリティポリシーの一元管理により、セキュリティ
の向上だけでなく生産性の向上も実現します。�
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テムソリューションの概要をご紹介いたします。�
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図-2　電子申請システム概念図�

図-1 公共システムソリューションサービス�

図-3　GISシステム概念図�

�

　政府が推進する「e-Japan構想」では、2002年6月に「e-

Japan重点計画－2002」が決定されました。「e-Japan重点

計画－2002」では、高度情報通信ネットワーク社会の実現

のために行政情報化、電子商取引の促進、高度通信ネット

ワークの安全性と信頼性の確保等を重点施策として掲げて

います。�

　当社は、株式会社東芝と連携し、さまざまな公共システ

ムソリューションサービスを展開しており、図-１に当社が

提供する公共システムソリューションサービスの全体像を

示します。特に電子申請システムやＧＩＳの構築では、高

度な技術に基づいた豊富なソリューションを提供しており

ます。赤文字のシステムは、現在提供するサービス、白文

字のシステムは今後予定のソリューションサービスです。�

�

�

�

�
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�

�

�

�

�

�

�
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�＜電子申請システム＞�

�電子申請システムは、インターネットを利用して中央官公

庁、地方自治体の各行政機関への各種届出、申請を支援す

るシステムです。申請者はダウンロードした申請書に必要

事項を入力後、電子署名付きで行政機関にアップロードし

ます。行政機関では認証チェック、申請書チェックおよび

ウィルスチェックを行います。�

�受付、審査で承認された申請には、行政機関の電子署名（公

印）が附与され、申請者へ公文書（許認可証）が発行され

ます。発行された公文書に対しては、申請者側でも認証チ

ェックを行います。�

�また、本システムは原

本管理、文書管理、歳入

金システムとの連携機能

をもっています。�

　本システムの特徴とし

ては、PDFをフロント

エンドに採用し、申請

書のイメージをそのま

まで入力に活用できます。

また、文書の原本性を

保つと同時に、改ざん

を防ぐための制限や文

書そのものにセキュリ

ティを施すこともでき

ます。さらに、申請者

と行政機関の相互認証

は政府認証基盤（GPKI）

を利用し、実現を図っ

ています。�

�本システムを利用することにより、郵送や行政機関の窓

口で行っていた紙による届出、申請などの行政サービスを、

場所や時間に関係なくインターネットを活用して同等のサ

ービスを受けることができるようになります。�

�

＜電子投票システム＞�

�2002年2月の「電磁記録投票法」施行に伴い、当社は電子

投票機の開発に取り組んでいます。立候補者の入力、投票

の自動化および投票データの暗号化と保存機能を持ってい

ます。�

　電子投票機の設置により、集計時間の短縮、書き損じに

よる無効投票の防止、バリアフリー対応がしやすいなどの

メリットがあり、将来はインターネットを利用しての投票

システムへの発展が期待されています。�

�

�＜地理情報システム（GIS）＞�

　GIS（Geographic Information System）シ

ステムとは、デジタル化した地図データと関

連する属性情報を統合的に取り扱う情報シス

テムであり、地図・地形データ、文字や数字

データ、統計データ、画像などさまざまなデ

ータを層（レイヤ）ごとに分けて統合・管理

します。土地利用計画図、防災用地図、工事

計画図など、それぞれの目的にあった地理情

報システムとして提供されます。これらの情

報はインターネットや携帯端末への公開も可

能であり、公開目的、手段に応じたシステム

として提供しています。�

　当社では、スタンドアロンシステム、イン

トラネット／インターネットを利用したGISアプリケーシ

ョンなどの豊富な開発実績があります。�

　さらに、今後は衛星測位システムGPS（G l o b a l  

Positioning System）の普及が加速され、GISとGPSの連携

による経路誘導などのソリューションも提供します。�

��

�　　�

�

　政府は2005年までに世界最先端のIT先進国になることを

宣言し、政府機関の情報化基盤が整備されつつあります。

行政業務の電子化、ペーパーレス化、インターネットによ

る情報公開などが着実に進んでおり、現在は認証基盤・セ

キュリティ共通基盤の構築、申請・届出等の電子化、調達

手続きの電子化などのプロジェクトが進められています。�

　当社では、保有するWeｂ技術、認証技術、セキュリテ

ィ技術と永年蓄積した業務ノウハウを活かし、今後本格化

する電子入札、電子調達、電子申請、電子投票など中央官

公庁、地方自治体の行政情報化に対応したソリューション

を提供していきます。�

�（公共システム・ソリューション事業部）�

�

� 役所�申請者（個人・法人）�
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よる無効投票の防止、バリアフリー対応がしやすいなどの

メリットがあり、将来はインターネットを利用しての投票

システムへの発展が期待されています。�

�

�＜地理情報システム（GIS）＞�

　GIS（Geographic Information System）シ

ステムとは、デジタル化した地図データと関

連する属性情報を統合的に取り扱う情報シス

テムであり、地図・地形データ、文字や数字

データ、統計データ、画像などさまざまなデ

ータを層（レイヤ）ごとに分けて統合・管理

します。土地利用計画図、防災用地図、工事

計画図など、それぞれの目的にあった地理情

報システムとして提供されます。これらの情

報はインターネットや携帯端末への公開も可

能であり、公開目的、手段に応じたシステム

として提供しています。�

　当社では、スタンドアロンシステム、イン

トラネット／インターネットを利用したGISアプリケーシ

ョンなどの豊富な開発実績があります。�

　さらに、今後は衛星測位システムGPS（G l o b a l  

Positioning System）の普及が加速され、GISとGPSの連携
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�　　�

�

　政府は2005年までに世界最先端のIT先進国になることを

宣言し、政府機関の情報化基盤が整備されつつあります。
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キュリティ共通基盤の構築、申請・届出等の電子化、調達

手続きの電子化などのプロジェクトが進められています。�

　当社では、保有するWeｂ技術、認証技術、セキュリテ

ィ技術と永年蓄積した業務ノウハウを活かし、今後本格化
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を提供していきます。�
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当社は、商品の調達側と販売側の機能を兼ね備えた、総合的な電子調達システムパッケージDynamic 

Trade Center Systemを開発しました。東芝情報システムプロダクツ株式会社(略称・TJ PRO)は、このシ

ステムの販売側の機能を活用して効果を上げています。ちなみにTJ PRO社は、IT関係の購買エージェントを

一つの業務とする企業です。ここでは、Dynamic Trade Center Systemの概略を説明するとともに、TJ 

PRO社での効果や電子調達システムを用いた同社の新しいソリューションについて紹介します。�

�

Dynamic Trade Center Systemの概要�

TJ PRO社の電子受注システム�
OrderNaviとその効果�
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返品機能�

購買分析機能�

ユーザ情報変更機能�
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　　　　サプライヤー機能�

カタログ登録機能�

価格登録機能�

キャンペーン登録機能�

カタログメンテナンス機能�

価格メンテナンス機能�

取引先ランク設定機能�

見積回答機能�
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注文データダウンロード機能�

出荷データダウンロード機能�

請求書発行機能�

受注・出荷分析機能�

ユーザ情報変更機能、バイヤー機能�

　コスト競争力の強化が、これまで以上に重要視されてき

ています。調達コストの削減を実現するためのシステム導

入の動きも活発化しています。�

 商品を購入するのに際して、業者とのやりとりを電話、フ

ァックスで行っている調達部門では、次のような不満が見

られます.�

● カタログからの商品選定に時間がかかる。�

● 業者へ発注または見積依頼の事務処理に手間取る。�

● 納品日時、出荷状況の確認に、販売会社とのやりとりで

　時間がかかる。�

● 納品後の商品状況の伝達、再送依頼、返品など、販売会

　社とのやりとりが大変。�

　一方、販売側でも購入側と似た問題が発生します。�

● 商品の更新や新製品発売のたびに、取引企業へのDM通

　知で大きなコストを要する。�

● 見積書のやりとりなどの事務処理に時間がかかる。�

● 取引先へ出荷、納品状況の伝達が電話、ファックスなど

　では、顧客の状況確認に時間差を生じる。�

　このように購入側と販売側ともに大変な手間と時間、コ

ストがかかり、電話、ファックス、メールでの確認は、状

況の変更と、確認の手段として時間のロスと間違いが発生

する危険性があります。�

　電子調達システムパッケージDynamic Trade Center 

Systemは、購入側と販売側の両方に求められる機能を総

合的に解決するシステムです。図-1は購入側と販売側の主

な手続きを示しており、表-1はパッケージ機能の一覧です。�

このパッケージは、バックボーンにXML技術を採用し、

システム間の接続に要する時間と費用を大幅に削減します。

サイト構築では、企業間取引BtoBから市場間取引MtoMを

も可能とし、他ベンダのマーケットプレースとの相互接続

が容易に実現できます。また、企業の国際調達をはじめと

したグローバル化を促進します。�

�

�

�

　TJ PRO社は、IT商品を中心とした購買エージェント企

業であり、特に企業のIS部門でのインフラ整備、ネット構

築に必要な製品の選択・購入をサポートします。�

同社では、お客様に代わってコンピュータ関連の商品を調

達します。その受注業務にDynamic Trade Center System

の受注機能を活用しており、同社社内でのシステム名称を

電子見積・受注システムOrderNaviとしています。具体的

には、図-1と表-1に赤で示す部分で、図-1のサプライヤーと

しての業務と、表-1の見積・受注に関わる機能を活用して

います。�

　同社は、電子見積・受注システムの導入効果を次のよう

に述べています。�

● システムの導入・運用で、受注業務の効率が上がった。

　商品の選択から業者との見積書のやりとり、社内での物

　品納入申請書の回覧、業者への発注・出荷確認といった、

　これまでの電話や紙面回覧で行っていた商品購入に係る

　諸業務が、OrderNaviによって、いつでも都合の良い時

　間にインターネット画面で依頼・確認することができる

　ようになった。また、商品の検索では、価格、機能、納

　期の目安などの比較検討も行え、条件の合った最適な商

　品選択ができる。注文状況はインターネットを介し、い

　つでもその時点での最新の確認が行え、時間差のない正

　確な調達状況の把握ができている。�

● OrderNaviによって、事務処理コストの低減になった。

　このコスト削減をお客様に反映して�

　おり、コスト競争力につながった。OrderNaviの特長は、

　対象とする商品の価格、機能などを条件に絞り込み表示

　ができることにある。お客様のご要望に即した的確な商

　品を迅速に提供できるようになり、好評を得ている。�

● このシステムを活用することによって、新しいソリュー

　ションを開発することができた。また、調達・購買業務

　を代行するIT商品の調達ソリューションをお客様に提供

　できるようにもなった。これに先立ち、OrderNaviに最

　新のIT商品カタログ情報を基幹データベースとして完備

　した。また、既存の基幹システムではこのデータベース

　を利用できるインタフェースも用意した。IT商品の調達

　ソリューションはこの電子カタログ情報、電子調達機能

　を活用している。�

　こうして同社は、当社の専業企業としてのフレキシブル

な対応力と機動力を発揮して、お客様のご要望と業務内容

を分析しながら、多くのメーカ商品から最適な組合わせを

ご提案しています。�

（Webソリューション事業部）�

�

�

表-1　DYNAMIC TRADE CENTER SYSTEMの主なバイヤー・サプライヤー機能�

�

ユーザ事例　�

電子商品カタログ�
データベース�

バイヤー� サプライヤー�

エ
ク
ス
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー�

購買ワークフロー�

申請�

見積依頼�

発注�

検収�

見積�

受注�

納品�

請求�

　販売ワークフロー�

電子取引�
データベース�

D Y N A M I C  T R A D E  C E N T E R  S Y S T E M

コンピュータセンター�

図-1　Dynamic Trade Center System�
       （BtoB電子調達システム、；東芝情報システム(株)開発）�

■OrderNaviが実現しているワークフロー�

■OrderNaviが実現しているワークフロー�

電子調達システム導入事例�

�購買エージェント企業として�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　東芝情報システムプロダクツ株式会社�

　今日、多くの企業は調達業務の革新を経営戦略の

主要テーマとして据え、電子調達の実践や調達業務

自身のアウトソーシング化を進めています。一方、

IT化導入の企業では、セキュリティ管理、ストレー

ジ管理、ソフトウェアライセンス管理、設備の見直

しなど、IT資産の安全かつ効率的な運用管理が新た

な課題として生まれています。�

　東芝情報システムプロダクツは、IT関連の商品に

関する購買エージェントとしてのトータルなサービ

ス提供を目指しています。IT時代をリアルタイムに

捉え、お客様のIS部門をはじめ購買部門でのインフ

ラ整備、ネット構築に必要な製品の選択・購入・導入、

その後のIT資産管理・運用・廃棄までをトータルに

サポートするエキスパート集団です。�

　まずお客様のニーズに応じて、調達・購買業務に

対する「選択、構築」する視点からコンサルティン

グを行い、次に業務内容に係る課題を「比較、調達」

する視点から最適な商品の選択を行いWebやEDI（電

子データ交換）を活用します。システム導入後のIT

資産管理を確実に行うために「把握、管理」する視

点から専任スタッフによるサポートとIT資産管理ツ

ールを活用し、適切な管理を実施します。また、蓄

積したデータに対する「予測、守る」という視点か

らディスクアレィ、オンラインストレージ、バック

アップ装置等のストレージ製品を提供し、安全かつ

堅牢なデータ管理をサポートします。�

　当社は、全国主要都市を網羅し、お客様のお問合

わせに迅速に対応できるサービスを提供しています。

ぜひ、東芝情報システムプロダクツをご活用ください。�

�
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（Webソリューション事業部）�

�

�

表-1　DYNAMIC TRADE CENTER SYSTEMの主なバイヤー・サプライヤー機能�

�

ユーザ事例　�

電子商品カタログ�
データベース�

バイヤー� サプライヤー�

エ
ク
ス
チ
ェ
ン
ジ
ャ
ー�

購買ワークフロー�

申請�

見積依頼�

発注�

検収�

見積�

受注�

納品�

請求�

　販売ワークフロー�

電子取引�
データベース�

D Y N A M I C  T R A D E  C E N T E R  S Y S T E M

コンピュータセンター�

図-1　Dynamic Trade Center System�
       （BtoB電子調達システム、；東芝情報システム(株)開発）�

■OrderNaviが実現しているワークフロー�

■OrderNaviが実現しているワークフロー�

電子調達システム導入事例�

�購買エージェント企業として�
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　東芝情報システムプロダクツ株式会社�

　今日、多くの企業は調達業務の革新を経営戦略の

主要テーマとして据え、電子調達の実践や調達業務

自身のアウトソーシング化を進めています。一方、

IT化導入の企業では、セキュリティ管理、ストレー

ジ管理、ソフトウェアライセンス管理、設備の見直

しなど、IT資産の安全かつ効率的な運用管理が新た

な課題として生まれています。�

　東芝情報システムプロダクツは、IT関連の商品に

関する購買エージェントとしてのトータルなサービ

ス提供を目指しています。IT時代をリアルタイムに

捉え、お客様のIS部門をはじめ購買部門でのインフ

ラ整備、ネット構築に必要な製品の選択・購入・導入、

その後のIT資産管理・運用・廃棄までをトータルに

サポートするエキスパート集団です。�

　まずお客様のニーズに応じて、調達・購買業務に

対する「選択、構築」する視点からコンサルティン

グを行い、次に業務内容に係る課題を「比較、調達」

する視点から最適な商品の選択を行いWebやEDI（電

子データ交換）を活用します。システム導入後のIT

資産管理を確実に行うために「把握、管理」する視

点から専任スタッフによるサポートとIT資産管理ツ

ールを活用し、適切な管理を実施します。また、蓄

積したデータに対する「予測、守る」という視点か

らディスクアレィ、オンラインストレージ、バック

アップ装置等のストレージ製品を提供し、安全かつ

堅牢なデータ管理をサポートします。�

　当社は、全国主要都市を網羅し、お客様のお問合

わせに迅速に対応できるサービスを提供しています。

ぜひ、東芝情報システムプロダクツをご活用ください。�

�



15Wave 2002.11 vol.214 Wave 2002.11 vol.2

三井物産GTIプロジェクトとシスコシステムズ社�
当社は、セキュリティ分野でトップレベルの三井物産株式会社GTIプロジェクトおよび世界的なネットワー

ク機器メーカの米シスコシステムズ社とアライアンスを結んでいます。当社は、お客様に最先端のセキュリ

ティサービスを提供しています。�
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ネットワークセキュリティ　アライアンス事例�
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GTI（三井物産）の専門分野�

東芝情報システムのソリューション�

アライアンスによる�
当社の新たなサービスメニュー�

●CISCO PIX Firewall設計、構築サービス�

●CISCOルータ、スイッチ構成管理サービス�

●侵入検知コンサルティングサービス�

●セキュリティポリシー導入支援サービス�

図-1　アライアンスによるセキュリティソリューション�

［特集］�
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W e b  S o l u t i o n

［特集］�
Webソリューション�

ｅ-Cop．net :シンガポールのセキュリティベンチャーで、統合不正アクセス監

視システムを独自に開発し、ネットワークセキュリティ・サービスを提供している。�

�（注1）　�

　三井物産のGTI（Global Trust ＆ Integrity）プロジェク

トは、シンガポールのe-Cop.net社(注1)の不正アクセス監視シ

ステムの仕組みとノウハウを日本において展開し、「高度

な侵入監視サービス」を提供しています。�

�企業システムやデータセンタなどのインターネット環境に

おいては、外部からの不正アクセスの危険にさらされてい

ます。システム管理者はこれらの膨大な不正アクセスより、

単純な間違いを含めて、その危険性を常に判断しなければ

なりません。多くの企業やデータセンタでは、不正アクセ

ス検知の機器を設置し、24時間監視しようとしています。

しかし、これらの検知システムは、「正しいと認識されない」

すべてのアクセスを不正として警告をします。このため、

監視作業を担当するシステム管理者・運用者は、常にその

一つ一つを分析し、その対応をしなければなりません。�

　GTIプロジェクトでは、世界的にも他に類のない高いレ

ベルで、危険な不正アクセスを突き止める仕組みを備えて

います。システム運用者は、GTIプロジェクトからのアド

バイスに基づき、さまざまな対応を短時間で判断すること

ができるようになります。昨年、猛威を振るったウィルス

のニムダは記憶に残りますが、このときにもGTIの顧客は

被害を受けることなく、その対応ができました。�

　当社は、Webソリューションの一環として、セキュリティ・

ソリューションに係るコンサルティングから構築・運用ま

でのサービスを行っています。このソリューションの運用

段階でのパートナが、三井物産GTIプロジェクトです。当

社は、GTIプロジェクトのエキスパートとアライアンスを

結ぶことによって、24時間監視サービスを可能とする堅牢

なセキュリティ・ソリューションをお客様に提供しています。�

　シスコシステムズ社では、同社セキュリティ製品の導入、

運用、監視サービスを提供パートナと共同で実施していま

す。パートナは、同社Network Solution Centerにてパー

トナとの共同検証による効果実証の上で、協業プロモーシ

ョンを行っています。�

　当社もシスコシステムズ社と密接なソリューション提携

を結び、新サービスメニューの充実、インテグレーション

サービス提供を行っています。また、当社のネットワーク

構築サービスの中で、シスコシステムズ社の製品を大変多

く取り扱っており、その知識も習得しています。�

　GTIプロジェクトは、シスコシステムズ社の製品に対し

ても対応しております。これまでに同社が提供してきたお

客様へ、新たにGTIプロジェクトのサービスの展開を計画

しています。また、ルータやスイッチに代表される、ネッ

トワーク構築に必須となる機器類をはじめ、PIX Firewall

などのファイアウォール製品にも対応しています。このため、

同社製品を使用しているユーザは、GTIプロジェクトのア

ドバイスを適宜受けることができ、万一の不正アクセスに

対しても迅速な対応ができます。専門特化したエキスパー

トの集団であるGTIプロジェクトは、ネットワーク製品で

グローバルに展開するシスコシステムズ社から高く評価され、

その両者を取り扱う当社への期待が高まっています。�

�

�

�

　当社は、上述のとおり両社と相互にアライアンス関係に

あります。これにより当社は、お客様へセキュリティに関

する「トータルなワンストップソリューション」のサービ

スを提供できます。当社は、従来から保持するセキュリテ

ィシステムの構築ノウハウと、シスコシステムズ社のセキ

ュリティサービス＆プロダクト、さらにはGTIプロジェク

トの運用、監視サービスを組み合せることによって、あら

ゆるお客様の要望に最適なセキュリティ・ソリューション

を提供できると確信しています（図-1）。�

　さらに、当社は、従来のネットワークセキュリティ・サ

ービスに加え、このアライアンスをもとに、シスコシステ

ムズ社のネットワーク製品の利用顧客やＳＩ業者と販社を

ターゲットに次のサービスを提供しています。�

　当社だけでは提供できないサービスや未開拓のマーケッ

トに対して、当社は各分野での専門のパートナとのアライ

アンス提携により、顧客が望む最適なサービス提供を共同

で積極的に進めています。�

　グローバルなインターネットの世界において24時間365

日止まることが許されないシステム、それがネットワーク

です。そのネットワークに提供するサービスもまた24時間

365日休むことができません。�

　インターネットの広がりによりサービスも加速的に多様

化する中で、お客様に対するより良いソリューションを提

供するには、Webソリューションに占めるアライアンスの

役割がますます重要になると考えています。今後も、専門

パートナやアライアンスと協力し、お客様に対する最適な

ソリューションを提供していきます。�

�(Webソリューション事業部)�

�

�

�
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�

セキュリティ標準SAMLを利用した�
グローバルシングルサインオン�

WebサイトごとにユーザＩＤ／パスワードを持つ結果、それを数個～数十個を持ちそれぞれを使い分けて

いる人がいます。しかし、数十個ともなると覚えておくことはほとんど不可能であり、各サイトで同じパス

ワードを使用したり、メモや一覧表を作ったりして、セキュリティレベルを低下させる結果につながること

が日常的に行われています。ここでは、シングルサインオンと呼ぶ機構を紹介します。�

技
術
解
説�

 シングルサインオンによるセキュリティ�
　シングルサインオンは、一度認証を受ければ、複数の

Webサイト間で再認証することなく、すべてのユーザ認証

をパスできる機能です。シングルサインオンシステムを導

入すれば、利用者は複数サイトごとのユーザID／パスワー

ドの使い分けが不要となり、結果としてユーザID／パスワ

ードのメモや一覧表としての記録・保存が要りません。�

　しかしながら、これまでのシングルサインオンシステム

では、管理下にあるユーザ情報DBに対してのユーザ登録が

必要でした。従って、別製品で構築されているシステムあ

るいは別系統のシステムが存在する場合、それぞれに対し

てユーザ登録を必要とし、シームレスなシングルサインオ

ンすることはできませんでした。パスワードを要求する

Webサイトの増加やネットワークの大規模化などから、一

つのユーザID／パスワードで認証を可能にする新たな仕組

みが必要となりました。�
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XML書式の拡張規格であり、このシングルサインオンの機

能を実現するためにOASIS（Organizat ion for  the 

Advancement of Structured Information Standards）で制

定されました。�

　SAMLの特長は、ユーザ認証を行う認証サーバとサービ

スを提供するサーバを分離し、サービス提供サーバのサイ

トではユーザ情報を保持する必要がないという点にありま

す。SAMLでのシングルサインオンシステムでは、利用者

がログイン（認証）した時点で認証情報を生成し、これを

SAMLのデータとしてカプセル化します。�

　このSAMLデータを複数のサービス提供サーバに転送し、

各サービス提供サーバのサイトでは、利用者が正当なユー

ザであるかどうかを確認します。サービス提供サーバのサ

イトでは、SAMLデータの内容が正しいかどうかだけを判

断すればよく、ユーザ情報DB自体が不要となります。�

　この仕組みを応用することで、例えば、企業内のポータ

ルページに提携企業のサービス画面を表示するようなシス

テムを実現できます。もちろん提携企業に対してユーザ登

録を行う必要はありません。�

�図-１は、複数のサービスサイトでSAMLデータを共有し、

社外で提供されるサービスをあたかも自社のサービスであ

るかのように利用する状況を示しています。�

　今後、シングルサインオン機構を提供する製品や、

Webシステム上でユーザ認証を行うアプリケーションで

はSAML対応が技術常識となるでしょう。�

�当社は、セキュリティ製品で著名な米国Netegrity社の

SiteMinder製品群を取り扱っています。SiteMinderは、�

Ｗebアプリケ－ションでのシングルサインオン環境を提供�
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のポータルサービスの認証業務を安全かつパーソナル化す
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  SiteMinderは、Ｗｅｂサーバのアクセス制御技術を元に、シングルサ

インオン、パーソナライズ、サイト間連携機能などを提供するWebサイ

ト構築のためのプラットフォームとなる製品です。アクセス制御、シン

グルサインオン製品としては、米国およびワールドワイドマーケットにお

いて No.1 のシェアと実績を誇ります。�

　東芝情報システムでは、ハイレベルな技術やインテグレーション技

術をもとに、SiteMinderを中心にＷｅｂセキュリティ関連の製品、サー

ビスを取り揃えています。 �

�http://www.tjsys.co.jp/products/web/sminder/index.htm

　SiteMinder

（注１）�
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［特集］�
Webソリューション�

①ユーザは社内の認証サーバに対してユ

　ーザID／パスワードを入力します。�

②認証サーバはユーザ情報ＤＢにユーザ

　ID／パスワードを送り、照合します。�

③認証サーバは認証が成功した時点で　

　SAMLデータを生成し、クライアントに　

　返します。�

④クライアントは、生成されたSAMLデータ

　を使用して、各サービス提供サイトにコ

　ンテンツ(サービス)を要求します。�

⑤各サービス提供サイトでは、SAMLデー

　タの正当性を確認し、正当なユーザで

あ　ればサービスの利用を許可し、コンテ

ン　ツを返します。�

以上の動作により、クライアントのブラウザ

上には、一度の認証操作で、各サービス提

供サイトが提供するサービス（コンテンツ）

が表示されます。�

ＳＡＭＬ：Security Assertions Markup Language。XML（eXtensible 

Markup Language: 拡張機能マークアップ言語）を使って複数シ

ステムの間で認証・アクセス許可などの情報をやりとりするため

の仕様。XML技術の普及を推進する団体、OASIS（構造化情報標

準推進機構）で標準化されている。�
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Web事業での最先端技術への取組み�

Webベース技術は、大変速いスピードで変化し続けています。当社は、常に最先端を歩み、お客様にご満

足いただけるWebソリューションを提供することを狙いに、継続的に研究開発や技術の検証に取り組ん

でいます。�
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図-1　Asset Based Development（Javaアーキテクチャモデル）�
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 Webソリューションの最新基礎技術への取り組み�
　お客様が利用されるシステムにおいて、Webソリューシ

ョンの特徴としては、�

(1)企業内の複数の情報システムを、統合化されたひとつの 

企業ポータルとして利用できる�

(2)特定企業間でのシステム連携をWebサービスを介してシ 

ームレスに、効率よく行うことができる�

(3)インターネットの利用によりさまざまな公共サービスを、

利用者の要求レベルに応じて効率よく利用することができる�

(4)セキュリティなどのシステムの運用ポリシーの変更に対

して、柔軟かつ容易に対応できる�

といった点があげられます。�

　当社はこれらを実現するための最新の基礎技術について

の検証や開発を行っています。�

(1)Webサービス（SOAP/WSDL/UDDI）に関する開発と検証�

　a)SOAP技術を利用して、企業間システム連携のための　

　Webサービステンプレートとコンポーネントの開発と検

　証を行い、企業間でのリアルタイムなデータ連携を実現

　します。�

　b)UDDI技術に対応するための、既存システムのWebサー

　ビス化技術のパターン化を行うことにより、企業内シス

　テムのシームレスな連携を実現します。�

　上記の２つの成果を活用し、企業内，企業間だけでなく、

　企業内外システムのリアルタイムでシームレスな連携の

　ソリューションを提供します。�

(2)セキュリティサーバ（TrustedOS）に関する開発と検証�

　TrustedOSを導入することにより、オペレーティングシ

ステムのアクセス制御機構の強化、侵入防止システムの構

築を行い、個々の要塞化されたサーバ群でシンプルかつ強

固なセキュリティシステムを構成できます。しかし、

TrustedOSの導入にあたっては、利用するアプリケーショ

ンシステムごとにアクセス制御の設定が必要になります。

また、複数のアプリケーションシステムを利用する場合、

組み合わせとしての設定が必要になり、短期間でのシステ

ム構築を行うためには，経験知識が豊富な技術者が必要に

なります。�

　当社は、UNIXシステムでの管理・構築に関する豊富な

経験知識を保有しており、このノウハウを活かし、

TrustedOSにおけるアプリケーションのセキュリティポリ

シーに合わせた設定・構築手順のテンプレート化とその検

証を行っています。テンプレート化した設定・構築手順を

もとに、セキュリティレベルの高いプラットフォームを迅

速に構築できます。�
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Webソリューションの開発技術に対する取り組み�
　Webソリューションを実現するには、上述のWebソリ

ューションの特徴を具体化するシステム開発力が必要にな

ります。しかもWebソリューションの構築は、できるだ

け早く、手間をかけずに、良いものをコストミニマムで、

という要望がますます強くなっています。まとめると、次

に挙げる要望になります。�

(1) 開発費用対利用効果の向上（開発費用の圧縮）�

(2) 開発成果の周期的・段階的リリース（開発期間の短縮）�

(3) 保守・運用コストの最小化（開発成果の高品質化）�

　当社では、これらの要望に応えるため、アセットベース

開発を推進しています。アセットベース開発とは、システ

ム開発ノウハウを、「コンポーネント部品（EJBなど）」、

「テンプレート」、「フレームワーク（ｃFramework、

Strutsなど）」として蓄積し、アセット（ソフトウェア資産）

として活用しながらシステム開発を行う方法です。現在、

ビジネスソリューション分野におけるアセットの開発・蓄

積を推進するとともに、システム開発に用いるツール群に

ついても、選定・パターン化を行っています。�

　現段階でのJavaアーキテクチャモデルにおけるアセット

ベース開発は、図-１に示す形になります。�

　オブジェクト指向設計に適したRationalRoseを利用して、

設計からシステムの骨格となるスケルトンのソースコー

ドの生成までを行います。JBuilderやVisual Age for Java

を利用して、アセットとして蓄積されているEJBコンポーネ�

ントやフレームワークを参照し、生成されたスケルトン

に組み込んでいくことにより、アプリケーションプログ

ラムを構築します。構築過程において作成した再利用可

能なEJBコンポーネントについては、アセットに登録し再

利用を図ります。構築したアプリケーションプログラム

に対しては、静的・動的解析、テストコードの自動生成

などの機能を持つJtestを利用してテストケースの作成お

よび単体テストを実施します。Jtestを利用することにより、

テスト網羅度が上がり、単体テスト終了時点での品質は

向上します。単体テスト終了後は、テストシナリオの自

動記録・実行機能をもつe-Testerを利用して、結合・総合

テストを実施します。その際、RationalPurifyを併用する

ことにより、エラーの早期発見を実現しています。また、

e-Loadを利用した負荷検査時にRationalQuantifyを併用す

ることにより、パフォーマンスボトルネックの解析を行

います。これによって、バ

グの早期対応、パフォーマ

ンスの早期改善が行えます。

現在は、この流れに従った

システム開発のパターン化

を推進しています。さらに、

生産性・品質を高める手法

やツールについての評価を

行い、開発技術として常に

より高いものの実現を目指

しています。�

　ここでご紹介しましたよ

うに、当社はお客様のニー

ズにあったWebソリューシ

ョンを実現するための、「ソ

リューションのメリット増

大」、「開発技術力の強化」

を目指して、今後とも推進

してまいります。�
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■当社の実績とノウハウをさらに活かす�
� MontaVista Software社とのパートナ契約�
　組込み市場で採用されているMPUアーキテクチャやボ

ード、お客様の要望も多種多様です。Linuxの採用には、

上述のようなさまざまなメリットがありますが、いくらオ

ープンソースといっても、それらのラインナップをすべて

自社で用意することは困難であり、費用も膨大になります。

そこで有効なのがディストリビュータとの連携です。ディ

ストリビュータとの業務分担は、作業の効率化とコスト削

減化を図ることができます。�

�組込みシステム開発における豊富な実績とノウハウを持

つ当社は、組込みLinux市場で高いシェアを誇る米

MontaVista Software社(本社・米国カリフォルニア)と、お

互いのメリットを活かすねらいでパートナ契約を結びまし

た。�

　同社は、リアルタイムOSの先駆者ジェームス・レディ

氏によって 1999 年に設立されたリアルタイムOSおよび組

込みLinuxのリーディングプロバイダです。特に、組込み

システムに特化したLinux OSおよびクロス開発ツールを

提供しています。�

��

■一貫した開発体制とポーティングサービスを展開�
　当社は、MontaVista Software社との連携をベースに今

後、次の3つの組込みシステム分野でのLinuxビジネスを展

開します。�

（1）開発支援�

・ハードウェアからソフトウェアまで一貫した開発�

�　ハードウェア開発からソフトウェア開発までワンスト�

　ップサービスを提供します。顧客のあらゆるニーズに�

   対応した最適なご提案を行います。ハードウェアに関し�

 ては、ARM社のバス技術AMBA（Advanced Micro-�

    controller Bus Architecture）に準拠したインテグレー�

   タ用ボードの開発実績もあります。�

・設計から評価まで一貫した開発体制�

�  長年培ってきた組込みマイコンの技術力とノウハウを活�

�  かし、設計から評価まで一貫した体制で開発を支援しま�

�  す。また、ISO9001（2000年版）を取得し、品質管理面�

�   にも注力しています。�

（2）ポーティングサービス�

�  顧客の資産を最大限に活用し、Linux以外のプラットフ�

   ォームからLinuxプラットフォームへ移植します。当社�

   はμITRON製品(UDEOS)を扱っており、そのノウハウ�

   を活かしたポーティングが可能です。�

（3）アライアンス�

  MontaVista Software社との協調により、組込みLinuxに�

  関する最新情報の提供や迅速な対応を行います。�

��

　今後は各種製品に対応したドライバ、ミドルウェアを充

実し、顧客のニーズに合ったアプリケーションの受託開発

の効率を上げます。また、OSとしてはMontaVista Linux

を採用し、MPUとしては東芝製TXシリーズ、ARM、およ

びこれら以外のMPUにも対応したプラットフォームも提

供します。組込みLinuxの対応サービス範囲（図-2）とし

てはハード設計からドライバ／ミドルウェア／アプリケー

ションの開発（ポーティング）を一貫した体制で行うこと

で、お客様の開発を支援いたします。�

（第二エンベデッドシステム・ソリューション事業部）�

組込みLinuxは、μITRONやVxWORKSと並ぶリアルタイムOSとして、その地位を固めつつあります。2000年夏には、

Linuxの組込み用途への普及を目的とした日本エンベデッドリナックスコンソーシアム(emblix)が設立され、リアルタイム、

開発環境など各ワーキンググループの活動が行われています。現在当社は、国内100社近くの企業・団体が参加する同コ

ンソーシアムの会員でもあり、Linuxソリューションを東芝製TXおよび英ARM社のMPUコア上に展開する本格的な取り組

みを今年度から開始しました。�
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■オープンソースやロイヤリティフリーで�
� 市場は急成長�
　米国調査会社Evans Data社の最近の報告によると、組

込みLinux市場は、ワールドワイドで2003年まで140%以上

の伸び率で成長し、市場シェアはこれまでの組込みソフト

ウェア市場のリーダ、米Wind River社を超えるであろう

と予測されています。また、Venture Development社によ

る報告では、世界における組込みLinux OS、開発ツール、

その他関連サービスの出荷は、複合年間伸び率61%で、

2000年の2,820万米ドルから、2005年には推定3億660万米

ドルまで増加するであろうと述べています。Emblixの報

告によると、｢2001年の時点で2年以内に36%の企業が組込

みLinuxを採用したい｣という調査結果もあります。�

　もともと専用OSが占めていた組込み市場に対し、Linux

の特長であるオープンフリー、ライセンスフリー、ロイヤ

リティフリーが歓迎され、シェアを伸ばしてきました。�

　組込み機器市場においては、MPUの性能が向上し、搭

載メモリなどリソースが多く使える環境になり、多様化・

高機能化するユーザ・ニーズに対応できるようになってき

ました。反面、技術進歩の激しいIT業界において、常に短

期間で顧客要求に即した製品を開発することが、これまで

のリアルタイムOSではその進歩に追いつくことが困難に

なりつつあります。�

�特にモバイル市場ではインターネットが必須となり、ユ

ビキタスネットワーク実現のためにネットワーク機能に優

れた堅牢なO Sが求められ始めました。もちろん

WindowsCEなどでも対応できますが、ロイヤリティが発

生します。�

　組込みLinuxには次に示す特長があり、誰にも束縛され

ることなく製品開発／製品リリースを実現できる自由度と

柔軟性を兼ね備えます。�

・オープンソース（ソースコードを無制限にアクセスで

　きる）�

・ロイヤリティフリー�

・既にPC・サーバで実績のある堅牢なOS�

・ネットワーク機能が充実�

　なお、オープンソースの利点は、オープンソースコミ

ュニティでソフトウェアを入手・活用できる点にあります。

このソフトウェアのほとんどはGPL（Genera l Pub l i c  

License）の下に提供され、費用をかけることなく製品に

組込むことができます。新しい機能追加・変更も可能です。

ただし、GPLに保護されたオープンソースを利用・改変し

た場合には、GPLにソースを開示しなければなりません。�

�以上の観点から、Linuxを採用するメーカは着実に増加し

ており、図-1に示すような組込みLinuxを採用した市場が

予想されています。�

　当社は、Linuxソリューションをデジタルイメージング

から着手し、その後ストレージ、セキュリティを意識し

たホームサーバやエンタテインメント、ワイヤレス、車

載機器の分野にも広げていきたいと考えています。�
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   対応した最適なご提案を行います。ハードウェアに関し�

 ては、ARM社のバス技術AMBA（Advanced Micro-�

    controller Bus Architecture）に準拠したインテグレー�

   タ用ボードの開発実績もあります。�

・設計から評価まで一貫した開発体制�

�  長年培ってきた組込みマイコンの技術力とノウハウを活�

�  かし、設計から評価まで一貫した体制で開発を支援しま�

�  す。また、ISO9001（2000年版）を取得し、品質管理面�

�   にも注力しています。�

（2）ポーティングサービス�

�  顧客の資産を最大限に活用し、Linux以外のプラットフ�

   ォームからLinuxプラットフォームへ移植します。当社�

   はμITRON製品(UDEOS)を扱っており、そのノウハウ�

   を活かしたポーティングが可能です。�

（3）アライアンス�

  MontaVista Software社との協調により、組込みLinuxに�

  関する最新情報の提供や迅速な対応を行います。�

��

　今後は各種製品に対応したドライバ、ミドルウェアを充

実し、顧客のニーズに合ったアプリケーションの受託開発

の効率を上げます。また、OSとしてはMontaVista Linux

を採用し、MPUとしては東芝製TXシリーズ、ARM、およ

びこれら以外のMPUにも対応したプラットフォームも提

供します。組込みLinuxの対応サービス範囲（図-2）とし

てはハード設計からドライバ／ミドルウェア／アプリケー

ションの開発（ポーティング）を一貫した体制で行うこと

で、お客様の開発を支援いたします。�

（第二エンベデッドシステム・ソリューション事業部）�

組込みLinuxは、μITRONやVxWORKSと並ぶリアルタイムOSとして、その地位を固めつつあります。2000年夏には、

Linuxの組込み用途への普及を目的とした日本エンベデッドリナックスコンソーシアム(emblix)が設立され、リアルタイム、

開発環境など各ワーキンググループの活動が行われています。現在当社は、国内100社近くの企業・団体が参加する同コ

ンソーシアムの会員でもあり、Linuxソリューションを東芝製TXおよび英ARM社のMPUコア上に展開する本格的な取り組

みを今年度から開始しました。�
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■オープンソースやロイヤリティフリーで�
� 市場は急成長�
　米国調査会社Evans Data社の最近の報告によると、組

込みLinux市場は、ワールドワイドで2003年まで140%以上

の伸び率で成長し、市場シェアはこれまでの組込みソフト

ウェア市場のリーダ、米Wind River社を超えるであろう

と予測されています。また、Venture Development社によ

る報告では、世界における組込みLinux OS、開発ツール、

その他関連サービスの出荷は、複合年間伸び率61%で、

2000年の2,820万米ドルから、2005年には推定3億660万米

ドルまで増加するであろうと述べています。Emblixの報

告によると、｢2001年の時点で2年以内に36%の企業が組込

みLinuxを採用したい｣という調査結果もあります。�

　もともと専用OSが占めていた組込み市場に対し、Linux

の特長であるオープンフリー、ライセンスフリー、ロイヤ

リティフリーが歓迎され、シェアを伸ばしてきました。�

　組込み機器市場においては、MPUの性能が向上し、搭

載メモリなどリソースが多く使える環境になり、多様化・

高機能化するユーザ・ニーズに対応できるようになってき

ました。反面、技術進歩の激しいIT業界において、常に短

期間で顧客要求に即した製品を開発することが、これまで

のリアルタイムOSではその進歩に追いつくことが困難に

なりつつあります。�

�特にモバイル市場ではインターネットが必須となり、ユ

ビキタスネットワーク実現のためにネットワーク機能に優

れた堅牢なO Sが求められ始めました。もちろん

WindowsCEなどでも対応できますが、ロイヤリティが発

生します。�

　組込みLinuxには次に示す特長があり、誰にも束縛され

ることなく製品開発／製品リリースを実現できる自由度と

柔軟性を兼ね備えます。�

・オープンソース（ソースコードを無制限にアクセスで

　きる）�

・ロイヤリティフリー�

・既にPC・サーバで実績のある堅牢なOS�

・ネットワーク機能が充実�

　なお、オープンソースの利点は、オープンソースコミ

ュニティでソフトウェアを入手・活用できる点にあります。

このソフトウェアのほとんどはGPL（Genera l Pub l i c  

License）の下に提供され、費用をかけることなく製品に

組込むことができます。新しい機能追加・変更も可能です。

ただし、GPLに保護されたオープンソースを利用・改変し

た場合には、GPLにソースを開示しなければなりません。�

�以上の観点から、Linuxを採用するメーカは着実に増加し

ており、図-1に示すような組込みLinuxを採用した市場が

予想されています。�

　当社は、Linuxソリューションをデジタルイメージング

から着手し、その後ストレージ、セキュリティを意識し

たホームサーバやエンタテインメント、ワイヤレス、車

載機器の分野にも広げていきたいと考えています。�
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■汎用性と拡張性の実現�
　顧客管理、料金管理システム開発は、現在、蓄積された

業務ノウハウ、システムノウハウに基づき、新たにビリン

グパッケージソリューションの提供を目指して、技術アラ

イアンスや社内体制強化を行っています。これまでに培っ

てきたシステム構築力とパッケージベースのシステム構築

力を融合させ、他社にはない柔軟性を持ったシステムを、

早く、安く、高品質に作り上げられる体制になりました。�

■汎用性と拡張性の実現�
　当社のこれまでの顧客管理・料金管理ソリューションは一

括受託開発であり、業界とシステムとの特性に基づいて、

難易度の高い大規模システムを一から構築してきました。�

　通信・放送業界における顧客管理・料金管理システムは、

業界のニーズから汎用性、拡張性の確保が必須でした。特

に、汎用性については、リリース直前まで仕様の曖昧さを

残していることが多く、仕様確定後短期間でのリリースを

実現する必要性から、相当の考慮が必要でした。当社では

これをテーブルドリブン手法で実現しました。�

　当社のテーブルドリブン手法とは、お客様ごとに異なる

仕様をプログラムを書き換えずに実現する方法であり、プ

ログラムの外部、即ちテーブルにパラメータとして可能な

限り押し出し、テーブルのパラメータを操作することで、

異なった仕様を実現します。この方式を採用することによ

って、直前まで確定しない仕様を確定とともに実現する仕

組みを確立しました。テーブルに押し出す項目は、単に数

値だけでなく判定条件や処理の一部まで含むことができ、

高度な汎用設計をすることができます。また、アプリケー

ションにできるだけ影響を与えないように、可変項目のテ

ーブル化だけでなく、プログラム内の機能の階層化を図る

ことによりプログラム全体への影響を押さえる工夫をして

います。�

　汎用化を進めるとそれに反比例して性能が低下しますが、

この解決策としてデータベースをメモリ上に展開し、性能

低下を防ぐ仕組みを導入しました。また、プロセスの側に

も工夫を加え、マルチスレッドによる並行処理、時間のか

かる処理によって他の処理が待たされないためのスプール

へのキューイング機能、イベントドリブンによるジョブ起

動など、さまざまなアイデアで処理時間の短縮を図ってい

ます。�

　小規模からスタートするお客様のシステム構築には、拡

張性も重要な要件として挙げられます。ミニマムシステム

でスタートし、加入者の増加に伴いハードウェアやソフト

ウェアを追加できる仕組みを、要求された仕様の上で構築

する実績を積んできました。�

　基盤となる設計思想には、３層アーキテクチャーやデ

ータストアの水平・垂直分割などを採用しており、可能

な限りの汎用性、拡張性を実現したシステムを提供して

います。�

■顧客管理・料金管理システムの機能�
　当社が提供している顧客管理・料金管理システムの機

能群を、放送事業者向けシステムを例として図-1に示し

ます。�
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概要説明�

１．イベント管理�

ネットワークから、PPV（Pay Per View）の視聴履歴で

あるViewLogを集め分析し、課金元情報やマーケティン

グ情報などを生成する。�

２．製品管理�

番組管理システムとのインタフェースデータから販売用

サービスを定義する。インタフェースデータとしては、

番組の概要やスケジュール、および料金情報などが含ま

れる。�

３．顧客管理�

顧客の登録、契約内容変更、解約、照会などを行う。

CTI（Computer Telephony Integration） との連動も可

能。鍵管理システム（CAS）へのサービスオーダー／

EMM（契約情報）の送出を制御する。�

４．料金管理�

課金、割引、請求金額算出後、請求書・明細書情報を作

成し、金融機関や印刷業者にオンラインで通知する。金

融機関には口座振替依頼情報を渡し、印刷業者には請求

書（振込用紙）、請求金額の内訳を記録した明細や、督

促状などの情報を渡す。また、金融機関から口座引落結

果などをオンラインで受け取り入金処理後滞納判定を行い、

滞納者にはサービス停止し完済者にはサービス再開する。�

５．精算管理�

代理店情報の管理と手数料計算を行い、サービスプロバ

イダ情報の管理と視聴料計算を行う。顧客への請求金額

や入金金額、代理店への手数料、サービスプロバイダへ

の視聴料などの精算情報を収集し経理システム（別シス

テム）向けのインタフェース情報を生成する。代理店に

は代理店の売上予想値や入金確定による代理店手数料の

精算額、また特別なキャンペーンを実施した際などのイ

ンセンティブの基礎情報などを受け渡す。サービスプロ

バイダには、視聴料の売上予想値や入金確定による視聴

料の精算額のほか、加入件数、解約件数などの営業的な

情報も受け渡す。こうした料金情報を経理科目に整理し

て経理システムに受け渡す。�

�

■サービスメニュー�
　顧客管理・料金管理ソリューションには、豊富な開発

経験を活かし、図-2のようなサービスメニューを揃え提

供しています。�
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■今後の取組み�
　当社は、これまで通信・放送業界を中心に顧客管理・

料金管理システムを構築してまいりました。しかし、こ

のシステムは他の分野においても同様のニーズが広がっ

ています。当社では、通信・放送業界への提供とともに、

今後はさらに、電気・ガスなどの公益システムや公共シ

ステム、コールセンターやASPなどのアウトソーシング

システムなど、さまざまな業界のシステム構築にご協力

させていただきたいと考えております。これまでに培っ

てきた業務ノウハウ、新しいパッケージソリューション、

そしてそれらを支えるプロフェッショナルサービスを発

揮することで、特徴ある、より良いシステムをご提供し

てまいります。�

（第二ビジネス・ソリューション事業部）�

 

●サービスメニュー�
・コンサルテーション�
　パッケージ導入に関する顧客業務
　分析、フィット＆ギャップ分析、
　必要モジュール選定等、ニーズに
　合わせた最適なシステム構築スケ
　ッチを描く�
・インプリメンテーション�
　パッケージモジュールに対して、
　業務要件を実現するようにパラメ
　ータを設定する�
・アドオン開発�
　パッケージだけでは実現できない
　機能や、他社製パッケージ間のイ
　ンタフェース等、受託開発を行　
　う。また移行が伴う場合、移行用
　処理も開発し、それらを総括し、
　テスト工程を計画・実施する�
・保守・運用�
　本番稼動後の、システム変更要求
　の実現、システム運用サービスの
　提供を行う�
・インテグレーション�
　パッケージ、アドオン開発～テス
　トをはじめ、他システムとの連動
　試験、他パッケージの導入支援、
　インフラ構築等システムインテグ
　レーションを行う�
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図-1　放送事業者向け顧客管理・料金管理システムの機能�
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SIソリューションのご紹介�

当社のSIソリューションは、クロスインダストリ方式によるコンピタンスの選択と集中に基づいていま
す。ここでご紹介する、通信・放送業界向けの顧客管理、料金管理システム開発は、SIソリューション
の中で、10年の実績を持つ事業の柱の一つです。このシステムは、電気・ガスを含む広い分野にも適用
できます。�

顧客管理・料金管理ソリューション�
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ウェアを追加できる仕組みを、要求された仕様の上で構築

する実績を積んできました。�

　基盤となる設計思想には、３層アーキテクチャーやデ

ータストアの水平・垂直分割などを採用しており、可能

な限りの汎用性、拡張性を実現したシステムを提供して

います。�

■顧客管理・料金管理システムの機能�
　当社が提供している顧客管理・料金管理システムの機

能群を、放送事業者向けシステムを例として図-1に示し

ます。�
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概要説明�

１．イベント管理�

ネットワークから、PPV（Pay Per View）の視聴履歴で

あるViewLogを集め分析し、課金元情報やマーケティン

グ情報などを生成する。�

２．製品管理�

番組管理システムとのインタフェースデータから販売用

サービスを定義する。インタフェースデータとしては、

番組の概要やスケジュール、および料金情報などが含ま

れる。�

３．顧客管理�

顧客の登録、契約内容変更、解約、照会などを行う。

CTI（Computer Telephony Integration） との連動も可

能。鍵管理システム（CAS）へのサービスオーダー／

EMM（契約情報）の送出を制御する。�

４．料金管理�

課金、割引、請求金額算出後、請求書・明細書情報を作

成し、金融機関や印刷業者にオンラインで通知する。金

融機関には口座振替依頼情報を渡し、印刷業者には請求

書（振込用紙）、請求金額の内訳を記録した明細や、督

促状などの情報を渡す。また、金融機関から口座引落結

果などをオンラインで受け取り入金処理後滞納判定を行い、

滞納者にはサービス停止し完済者にはサービス再開する。�

５．精算管理�

代理店情報の管理と手数料計算を行い、サービスプロバ

イダ情報の管理と視聴料計算を行う。顧客への請求金額

や入金金額、代理店への手数料、サービスプロバイダへ

の視聴料などの精算情報を収集し経理システム（別シス

テム）向けのインタフェース情報を生成する。代理店に

は代理店の売上予想値や入金確定による代理店手数料の

精算額、また特別なキャンペーンを実施した際などのイ

ンセンティブの基礎情報などを受け渡す。サービスプロ

バイダには、視聴料の売上予想値や入金確定による視聴

料の精算額のほか、加入件数、解約件数などの営業的な

情報も受け渡す。こうした料金情報を経理科目に整理し

て経理システムに受け渡す。�

�

■サービスメニュー�
　顧客管理・料金管理ソリューションには、豊富な開発

経験を活かし、図-2のようなサービスメニューを揃え提

供しています。�
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■今後の取組み�
　当社は、これまで通信・放送業界を中心に顧客管理・

料金管理システムを構築してまいりました。しかし、こ

のシステムは他の分野においても同様のニーズが広がっ

ています。当社では、通信・放送業界への提供とともに、

今後はさらに、電気・ガスなどの公益システムや公共シ

ステム、コールセンターやASPなどのアウトソーシング

システムなど、さまざまな業界のシステム構築にご協力

させていただきたいと考えております。これまでに培っ

てきた業務ノウハウ、新しいパッケージソリューション、

そしてそれらを支えるプロフェッショナルサービスを発

揮することで、特徴ある、より良いシステムをご提供し

てまいります。�

（第二ビジネス・ソリューション事業部）�

 

●サービスメニュー�
・コンサルテーション�
　パッケージ導入に関する顧客業務
　分析、フィット＆ギャップ分析、
　必要モジュール選定等、ニーズに
　合わせた最適なシステム構築スケ
　ッチを描く�
・インプリメンテーション�
　パッケージモジュールに対して、
　業務要件を実現するようにパラメ
　ータを設定する�
・アドオン開発�
　パッケージだけでは実現できない
　機能や、他社製パッケージ間のイ
　ンタフェース等、受託開発を行　
　う。また移行が伴う場合、移行用
　処理も開発し、それらを総括し、
　テスト工程を計画・実施する�
・保守・運用�
　本番稼動後の、システム変更要求
　の実現、システム運用サービスの
　提供を行う�
・インテグレーション�
　パッケージ、アドオン開発～テス
　トをはじめ、他システムとの連動
　試験、他パッケージの導入支援、
　インフラ構築等システムインテグ
　レーションを行う�
�
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図-1　放送事業者向け顧客管理・料金管理システムの機能�

�

イ
ン
プ
リ
メ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン�

サ
ー
ビ
ス
メ
ニ
ュ
ー�

コ
ン
サ
ル
テ
ー
シ
ョ
ン�

ア
ド
オ
ン
開
発�

保
守
・
運
用�

パッケージ群�

イ
ン
フ
ラ�

インタフェース�
（Vitria,XML,CORBA）�

データベース、OS�
（Oracle,Solaris,HP-UX）�

 プラットフォーム�
(HP,SUN,EMC,Veritas)�

�
�

インテグレーション�

図-2　サービスメニュー�

SIソリューションのご紹介�

当社のSIソリューションは、クロスインダストリ方式によるコンピタンスの選択と集中に基づいていま
す。ここでご紹介する、通信・放送業界向けの顧客管理、料金管理システム開発は、SIソリューション
の中で、10年の実績を持つ事業の柱の一つです。このシステムは、電気・ガスを含む広い分野にも適用
できます。�

顧客管理・料金管理ソリューション�
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「暗号化基盤としてのカオス」�「暗号化基盤としてのカオス」�

　概　要�
　カオス現象を応用した暗号技術の研究開発を行ってきた。

特に平成12、13年度ＩＰＡ未踏ソフトウェア創造事業（政府

ミレニアムプロジェクトの一環で国内初の個人支援制度）助

成金を得て、実用化に近い段階へと近づけた。主な特徴は

コプロセッサ類を搭載しない小型システム向けに設計した

点である。また、単なる「暗号」機能のみならず「識別／認証」

機能を提供する点にある。両機能を同一方式にて提供し、

計算量的、容量的な軽量性が狙いである。従来では、両機

能はそれぞれ別方式にて提供され、特に認証用途である

公開鍵暗号は演算処理が非常に重いなど小型システムへ

の搭載には課題があった。現在は検証作業など実用化へ

向けた準備を行っている。�

�

　カオスの暗号技術応用�
　カオスは、1970年代に発見された「単純規則から生じる

複雑不規則現象」をいい（図-１）、初期のわずかな条件差

に敏感に反応し全く関連性の掴めない軌道を描く。カオス

は気象モデル内に存在していることが知られており、長期の

天候予測が困難な理由もこのためである。�

�

　暗号化では、カオス乱波形を「ノイズ～雑音」として利用し、

平文にノイズ付加する単純構造である（図-２）。これはスト

リーム型暗号に相当し8-bit処理が特徴である。代表的な

ブロック型暗号では64-bit、128-bit、256-bitのデータ単位

が揃わない限り処理が開始できないが、これと比較し通信

分野にはストリーマ型のほうが都合がよい。�

　一方、新たにカオスの識別／認証応用といった概念を示

した。カオスが解析困難ならば意図的な再現も難しいだろう。

従って、正しいカオス信号を作り出せる端末があったならば、

その端末は正しいカオス生成初期値（鍵）を持っている証

拠だという理論である。�

�

　汎用性の追求�
　カオス発生には常識的に浮動小数点演算コプロセッサを

用いる。従って、コプロセッサ類を持たない小規模システム

へは展開できなかった。一方、プロセッサ機種間のわずか

な演算特性差はカオスにとっては致命的な軌道差へ発展

するなど非汎用性が課題であった。�

本方式は全演算過程を整数演算、ビット演算のみで記述し、

コプロセッサ類不要の高汎用性を与えた。整数演算化に伴

う短周期性問題はパラメータを変動する方式を採用した。

一方でカオス発生構造レベルからの考察を行い、常にカオ

ス拡散条件を満たす関数の設計を行った。 �

�

　応用イメージ（小型端末向けの暗号化基盤）�
　暗号化、識別／認証を同一方式にて提供、かつ小規模

システム向きである点から、携帯端末、ＩＣカードへの展開が

期待できる。これら小型端末は個人所有物として使われる

ケースが多いため、端末識別は個人特定／認証に繋がる。

また、公開鍵暗号とは原理的に異なる認証手法なので、本

方式特有の、小型携帯端末に特化した暗号化基盤が提案

できる。�

�

識別／認証�

暗号化通信�

携帯端末�
情報家電�
ゲーム機器�
ICカード�
（ユビキタスな端末）�

小型携帯端末に特化した端末認証局を介し、端末識別→ユーザ特定、�
認証情報を提供する。一方、機密情報、通信路は暗号化保持する。�
これら暗号化、認証機能を本方式のみで提供。�

電子政府／金融機関／�
電子店舗�

認証情報が必要な組織�

ユーザ端末� 端末認証局�

認証情報�

図-1　ロジスティックカオス関数：Xn+1=4Xn(1-Xn)

図-2　カオス利用の仕組み�
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図-3　応用イメージ�

�

　●SEMINAR
「AR Systemで実現するCRMコールセンター構築セミナー」

開催中�

　CRM実践の場としてコールセンターが注目を集めています。

当社では、CRM構築ツールである米国Peregrine社の「AR 

System」をご紹介するセミナーを実施しています。�

　CRM構築ツール"AR System"（Peregrine社）の概要説明、

アプリケーション構築デモを行うほか、契約顧客向けサポートセ

ンターに必要な機能を実装したAR Systemアプリケーションで

ある“TJsupport121”について、デモを交えながらご説明する

ものです。�

　セミナーの詳細については、当社ホームページ　

http://www.tjsys.co.jp　をご覧ください。�

　●NEWS
六反田社長就任、新役員体制がスタート�

　当社では、さる6月28日の定時株主総会および取締役会において、

藤正社長が退任し、新社長として六反田喬が就任しました。また役

員の体制・分担も変わりました。創立40周年を迎えた当社ですが、こ

の新体制の下、お客様のニーズによりきめ細かくスピーディに取り組

んでまいりますので、今後も変わらぬご支援・ご愛顧を賜りますようお

願い申しあげます。�

�

機構改革・人事異動のお知らせ�

　当社は、10月1日をもって組織改正を実施しました。お客様に分かり

やすい組織、簡素な組織などの実現を目的としたもので、各ソリュー

ショングループについては以下のように変更いたしました。なお、公共

システム・ソリューショングループについては変わりません。�

●エンベデッドシステム・ソリューショングループ�

　マイコン組込みシステムの製品分野別に再編、ITS・モバイル系

製品分野を担当する「第一エンベデッドシステム・ソリューション事

業部」と、デジタル家電・OA系製品分野を担当する「第二エンベデ

ッドシステム・ソリューション事業部」としました。�

●SIソリューショングループ�

　ビジネス・ソリューショングループに名称変更するとともに、事業部

を業種別に再編、製造・産業分野を担当する「第一ビジネス・ソリュ

ーション事業部」、通信・放送・流通・金融分野を担当する「第二ビ

ジネス・ソリューション事業部」としました。�

●Webソリューショングループ�

　このグループを、エンベデッドシステム・ソリューショングループとビ

ジネス・ソリューショングループの中間に位置づけ、最新のWeb関連

技術・ノウハウを両グループに活かせるようにするとともに、自らも

Webソリューション事業を展開します。�

　また、この組織改正に伴い、人事異動も実施しました。�

�

�

編集後記�

　今回はWeb特集を組んで、当社の3つのソリューションの1つであるWebソ

リューションを紹介いたしました。そもそもWebとはWWW（World Wide Web）

のことで、インターネットの申し子ともいう、今や世界で最も注目を浴び広まって

いる情報革命の担い手です。�

　その歴史はまだ浅く、1994年に第1回WWW会議がジュネーブで開催さ

れて以降急速に世界に広まり、翌1995年にJAVAが正式に発表されWWW

のソフトウェアの中心的言語として注目を浴び今日に至っています。この間の

普及はまさに革命的で、その速さはインターネットイヤーという言葉に代表され

ています。�

　当社はこの動きの中で、当初からいち早くWebに取り組んでおります。この

特集では当社の最新の事業としての取組み状況を、ソリューション商品

やお客様向けの具体的な実績例、アライアンス企業様との連携などを通

してご紹介いたしております。当社が現在最も戦略的に注力している分

野であり、現状をありのまま取り上げました。�

　今後ともWebに関する情報化の動きは一層加速されることが予測さ

れます。当社は、Webソリューションとしての内容をさらに充実させ、お客

様にとってご満足のいただけるものとするよう、新しい技術やサービスへ

取り組んでいきます。この技術情報誌に今後とも皆様のご意見やご批判

をいただければ幸いでございます。�

三井物産(GTIプロジェクト)、シスコシステムズとの協業�

によるネットワークセキュリティ分野でのサービス開始�

　当社は、三井物産株式会社GTI (G l oba l  Trus t  and  

Integrity)プロジェクトセンターならびにシスコシステムズ株式会

社との協業により、不正侵入監視サービス、および、セキュリティポ

リシー管理分野におけるサービスの提供を開始します。インターネ

ットシステムを構築しているユーザに対し、シスコシステムズ社の

製品を中心にGTIプロジェクトセンターによる不正侵入監視サー

ビスを提供するとともに、ファイアウォールの設定や各ルータ、スイッ

チ製品のセキュリティポリシーを管理するソフトウェア「Solsoft NP」

(米SolSoft社)の提供に力を注ぎます。�

　三井物産GTIプロジェクトセンターは、2001年11月に三井物産

のセキュリティサービス事業としてスタート。セキュリティ基幹プロ

ジェクト経験者だけを選抜した、高度な技術を有するエキスパー

ト集団です。また、シスコシステムズ社は、インターネット／イントラネ

ットの基盤となるネットワーク関連機器を提供する世界的なプロバ

イダ、米Cisco Systems社の子会社として1992年に設立された

企業です。SolSoft社は、現在フランスと米国に本社を置き、「Solsoft 

NP」は両国の通信事業者や金融機関、行政機関など150社以

上の販売実績を持っています。�

�
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［識別／認証］�［暗号化］�
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　概　要�
　カオス現象を応用した暗号技術の研究開発を行ってきた。

特に平成12、13年度ＩＰＡ未踏ソフトウェア創造事業（政府

ミレニアムプロジェクトの一環で国内初の個人支援制度）助

成金を得て、実用化に近い段階へと近づけた。主な特徴は

コプロセッサ類を搭載しない小型システム向けに設計した

点である。また、単なる「暗号」機能のみならず「識別／認証」

機能を提供する点にある。両機能を同一方式にて提供し、

計算量的、容量的な軽量性が狙いである。従来では、両機

能はそれぞれ別方式にて提供され、特に認証用途である

公開鍵暗号は演算処理が非常に重いなど小型システムへ

の搭載には課題があった。現在は検証作業など実用化へ

向けた準備を行っている。�

�

　カオスの暗号技術応用�
　カオスは、1970年代に発見された「単純規則から生じる

複雑不規則現象」をいい（図-１）、初期のわずかな条件差

に敏感に反応し全く関連性の掴めない軌道を描く。カオス

は気象モデル内に存在していることが知られており、長期の

天候予測が困難な理由もこのためである。�

�

　暗号化では、カオス乱波形を「ノイズ～雑音」として利用し、

平文にノイズ付加する単純構造である（図-２）。これはスト

リーム型暗号に相当し8-bit処理が特徴である。代表的な

ブロック型暗号では64-bit、128-bit、256-bitのデータ単位

が揃わない限り処理が開始できないが、これと比較し通信

分野にはストリーマ型のほうが都合がよい。�

　一方、新たにカオスの識別／認証応用といった概念を示

した。カオスが解析困難ならば意図的な再現も難しいだろう。

従って、正しいカオス信号を作り出せる端末があったならば、

その端末は正しいカオス生成初期値（鍵）を持っている証

拠だという理論である。�

�

　汎用性の追求�
　カオス発生には常識的に浮動小数点演算コプロセッサを

用いる。従って、コプロセッサ類を持たない小規模システム

へは展開できなかった。一方、プロセッサ機種間のわずか

な演算特性差はカオスにとっては致命的な軌道差へ発展

するなど非汎用性が課題であった。�

本方式は全演算過程を整数演算、ビット演算のみで記述し、

コプロセッサ類不要の高汎用性を与えた。整数演算化に伴

う短周期性問題はパラメータを変動する方式を採用した。

一方でカオス発生構造レベルからの考察を行い、常にカオ

ス拡散条件を満たす関数の設計を行った。 �

�

　応用イメージ（小型端末向けの暗号化基盤）�
　暗号化、識別／認証を同一方式にて提供、かつ小規模

システム向きである点から、携帯端末、ＩＣカードへの展開が

期待できる。これら小型端末は個人所有物として使われる

ケースが多いため、端末識別は個人特定／認証に繋がる。

また、公開鍵暗号とは原理的に異なる認証手法なので、本

方式特有の、小型携帯端末に特化した暗号化基盤が提案

できる。�

�

識別／認証�

暗号化通信�

携帯端末�
情報家電�
ゲーム機器�
ICカード�
（ユビキタスな端末）�

小型携帯端末に特化した端末認証局を介し、端末識別→ユーザ特定、�
認証情報を提供する。一方、機密情報、通信路は暗号化保持する。�
これら暗号化、認証機能を本方式のみで提供。�

電子政府／金融機関／�
電子店舗�

認証情報が必要な組織�

ユーザ端末� 端末認証局�

認証情報�

図-1　ロジスティックカオス関数：Xn+1=4Xn(1-Xn)

図-2　カオス利用の仕組み�

Xn

n

　　　　�

図-3　応用イメージ�

�

　●SEMINAR
「AR Systemで実現するCRMコールセンター構築セミナー」

開催中�

　CRM実践の場としてコールセンターが注目を集めています。

当社では、CRM構築ツールである米国Peregrine社の「AR 

System」をご紹介するセミナーを実施しています。�

　CRM構築ツール"AR System"（Peregrine社）の概要説明、

アプリケーション構築デモを行うほか、契約顧客向けサポートセ

ンターに必要な機能を実装したAR Systemアプリケーションで

ある“TJsupport121”について、デモを交えながらご説明する

ものです。�

　セミナーの詳細については、当社ホームページ　

http://www.tjsys.co.jp　をご覧ください。�

　●NEWS
六反田社長就任、新役員体制がスタート�

　当社では、さる6月28日の定時株主総会および取締役会において、

藤正社長が退任し、新社長として六反田喬が就任しました。また役

員の体制・分担も変わりました。創立40周年を迎えた当社ですが、こ

の新体制の下、お客様のニーズによりきめ細かくスピーディに取り組

んでまいりますので、今後も変わらぬご支援・ご愛顧を賜りますようお

願い申しあげます。�

�

機構改革・人事異動のお知らせ�

　当社は、10月1日をもって組織改正を実施しました。お客様に分かり

やすい組織、簡素な組織などの実現を目的としたもので、各ソリュー

ショングループについては以下のように変更いたしました。なお、公共

システム・ソリューショングループについては変わりません。�

●エンベデッドシステム・ソリューショングループ�

　マイコン組込みシステムの製品分野別に再編、ITS・モバイル系

製品分野を担当する「第一エンベデッドシステム・ソリューション事

業部」と、デジタル家電・OA系製品分野を担当する「第二エンベデ

ッドシステム・ソリューション事業部」としました。�

●SIソリューショングループ�

　ビジネス・ソリューショングループに名称変更するとともに、事業部

を業種別に再編、製造・産業分野を担当する「第一ビジネス・ソリュ

ーション事業部」、通信・放送・流通・金融分野を担当する「第二ビ

ジネス・ソリューション事業部」としました。�

●Webソリューショングループ�

　このグループを、エンベデッドシステム・ソリューショングループとビ

ジネス・ソリューショングループの中間に位置づけ、最新のWeb関連

技術・ノウハウを両グループに活かせるようにするとともに、自らも

Webソリューション事業を展開します。�

　また、この組織改正に伴い、人事異動も実施しました。�

�

�

編集後記�

　今回はWeb特集を組んで、当社の3つのソリューションの1つであるWebソ

リューションを紹介いたしました。そもそもWebとはWWW（World Wide Web）

のことで、インターネットの申し子ともいう、今や世界で最も注目を浴び広まって

いる情報革命の担い手です。�

　その歴史はまだ浅く、1994年に第1回WWW会議がジュネーブで開催さ

れて以降急速に世界に広まり、翌1995年にJAVAが正式に発表されWWW

のソフトウェアの中心的言語として注目を浴び今日に至っています。この間の

普及はまさに革命的で、その速さはインターネットイヤーという言葉に代表され

ています。�

　当社はこの動きの中で、当初からいち早くWebに取り組んでおります。この

特集では当社の最新の事業としての取組み状況を、ソリューション商品

やお客様向けの具体的な実績例、アライアンス企業様との連携などを通

してご紹介いたしております。当社が現在最も戦略的に注力している分

野であり、現状をありのまま取り上げました。�

　今後ともWebに関する情報化の動きは一層加速されることが予測さ

れます。当社は、Webソリューションとしての内容をさらに充実させ、お客

様にとってご満足のいただけるものとするよう、新しい技術やサービスへ

取り組んでいきます。この技術情報誌に今後とも皆様のご意見やご批判

をいただければ幸いでございます。�

三井物産(GTIプロジェクト)、シスコシステムズとの協業�

によるネットワークセキュリティ分野でのサービス開始�

　当社は、三井物産株式会社GTI (G l oba l  Trus t  and  

Integrity)プロジェクトセンターならびにシスコシステムズ株式会

社との協業により、不正侵入監視サービス、および、セキュリティポ

リシー管理分野におけるサービスの提供を開始します。インターネ

ットシステムを構築しているユーザに対し、シスコシステムズ社の

製品を中心にGTIプロジェクトセンターによる不正侵入監視サー

ビスを提供するとともに、ファイアウォールの設定や各ルータ、スイッ

チ製品のセキュリティポリシーを管理するソフトウェア「Solsoft NP」

(米SolSoft社)の提供に力を注ぎます。�

　三井物産GTIプロジェクトセンターは、2001年11月に三井物産

のセキュリティサービス事業としてスタート。セキュリティ基幹プロ

ジェクト経験者だけを選抜した、高度な技術を有するエキスパー

ト集団です。また、シスコシステムズ社は、インターネット／イントラネ

ットの基盤となるネットワーク関連機器を提供する世界的なプロバ

イダ、米Cisco Systems社の子会社として1992年に設立された

企業です。SolSoft社は、現在フランスと米国に本社を置き、「Solsoft 

NP」は両国の通信事業者や金融機関、行政機関など150社以

上の販売実績を持っています。�

�

平　文�

暗号文�

カオス�

認証子生成�

［識別／認証］�［暗号化］�

鍵�



［特集］�

Webソリューション�

TOSHIBA INFORMATION SYSTEMS(JAPAN) CORPORATION

Embedded System Solution
SI Solution
Web Solution

2002.11

技術誌�

Vol.2

Enterprise Edition
For Windows, Linux, Solaris

ネイティブXMLデータベースとして高い評価を頂いている「Yggdrasill」�

基幹系業務用サーバや大規模データベースサーバのOSとし
て普及するSolarisにも対応し、更なる大容量処理と高速化を�
実現。本格的なEDIなど、XMLによる高度な処理が求められる�
ミッションクリティカルなシステム構築に対応いたします。�

当社は、財団法人日本情報処理開発協会により、個人情報の適切な取り扱いを行う事業者に
付与されるプライバシーマークの付与確定を受けています。�

◆本広告中に掲載されているすべての製品名、会社名およびロゴは、各社の商標、または登録商標です。�
◆製品の仕様・性能は予告なく変更する場合がありますので、ご了承ください。�

Webソリューション事業部�
〒210-8505　川崎市川崎区日進町2番1号（東芝情報システムビル）�
TEL　044-246-8190　FAX　044-246-8134　�
E-mail: pkgsales@tjsys.co.jp     http://www.tjsys.co.jp    http://marche.tjsys.co.jp

   XML活用のベストソリューション Yggdrasillに�
  ワンランク上の安心をお約束する�
「Enterprise Edition」登場�

しかもSolarisバージョンは完全64bit対応�
大容量のXMLドキュメントも高速検索�

▼�

■サーバ動作環境【OS】�
　Windows NT4.0/2000/XP�
　Linux Kernel: 2.2以降�
　Solaris8（64ビットSPARC）�

●Enterprise Editionの新機能�
●XMLスキーマ言語 RELAX NGを実装�
●フラグメント単位での更新が可能�
●副検索機能でさらに高速検索�
●ログ管理機能の強化�
●SOAPを介したWebサービスを提供�
●ノンストップバックアップ�
●Oracleデータベースとの連携が可能�

世 界 を 変 え る �
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